
�愛媛県規則第３５号
愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１８年４月１日
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愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則

愛媛県行政組織規則（昭和５５年愛媛県規則第１５号）の一部

を次のように改正する。

第４条の表総務部の部管理局の項中「、私学文書課」を削

り、同部新行政推進局の項中「市町振興課」の下に「、私学

文書課」を加え、同表土木部の部道路都市局の項中「、高速

道路課」を削る。

第４条の２の表市町振興課の項を削り、同表農政課の項の

次に次のように加える。

農業経営課 担い手対策推進室

第６条第１項第２号中「こと」の下に「（他の主管に属す

るものを除く。）」を加える。

第７条第４項第８号及び第５項を削り、同条第６項後段を

削り、同項を同条第５項とし、同項の次に次の１項を加える

。

６ 私学文書課の所掌事務は、次のとおりとする。

� 私立学校に関すること。

� 行政書士及び行政書士法人並びに宗教法人に関するこ

と。

� 私立大学に関すること（他の主管に属するものを除く

。）。

� 条例、規則、訓令、告示等の審査に関すること。

� 政策法務、争訟事務、公益法人事務等の統轄に関する

こと。

� 公印及び文書の管理に関すること。

� 文書事務の総括に関すること。

� 逓送事務の総括に関すること（他の主管に属するもの

を除く。）。

	 官報登載事務、県報及び県法規集に関すること。

第７条第７項に次の１号を加える。


 旅費の支出の集中処理業務に関すること。

第８条第１項第４号を次のように改める。

� 南予地域活性化の総括に関すること。

第８条第１項中第１２号を第１３号とし、第５号から第１１号ま

でを１号ずつ繰り下げ、第４号の次に次の１号を加える。

� 国土形成計画に関すること。
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第８条第３項第４号を削り、同条第４項に次の１号を加え

る。
はん

� 汎用コンピュータシステムの運用、管理及び利用の促

進に関すること（他の主管に属するものを除く。）。

第９条第５項中第４号を削り、第５号を第４号とする。

第１０条第６項中「第１０号及び第１１号」を「第１２号及び第１３

号」に改め、同項中第１１号を第１３号とし、第６号から第１０号

までを２号ずつ繰り下げ、第５号の次に次の２号を加える。

� 介護予防に関すること（他の主管に属するものを除く

。）。

� 高齢者虐待の防止に関すること。

第１２条第５項中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７

号から第１０号までを１号ずつ繰り上げる。

第１３条第１項中「第１２号から第１４号」を「第１１号から第１３

号」に改め、同項中第１０号を削り、第１１号を第１０号とし、第

１２号から第１４号までを１号ずつ繰り上げ、同条第４項に後段

として次のように加える。

この場合において、第４号及び第１０号の事務は、担い手

対策推進室が所掌する。

第１３条第８項中第９号を第１０号とし、第８号を第９号とし

、第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。

� 第３２回全国育樹祭の開催準備に関すること。

第１４条第２項中第３号を削り、第４号を第３号とし、第５

号を第４号とし、同条第３項中第５号を第６号とし、第４号

の次に次の１号を加える。

� ダムに関すること（他の主管に属するものを除く。）

。

第１４条第４項中第６号を削り、第７号を第６号とし、第８

号を第７号とし、同条第７項第３号中「（他の主管に属する

ものを除く。）」を削り、同号を同項第４号とし、同項中第

２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。

� 高速道路の建設促進及び連絡調整に関すること。

第１４条第７項に次の１号を加える。

� 本州四国連絡道路に係る連絡調整等に関すること。

第１４条中第９項を削り、第１０項を第９項とし、第１１項を第

１０項とし、第１２項を第１１項とする。

第１６条第２項中「事業管理統括監及び事業管理監」を「え

ひめブランド推進統括監及びえひめブランド推進監」に改め

、同条第３項中「保健福祉部、農林水産部」を「総務部、保

健福祉部、経済労働部」に改める。

第１６条の２第４項を次のように改める。

４ 道路都市局に高速道路推進監を置く。

第１７条第２項中「保健福祉課医療対策室」の下に「にあつ

ては室長補佐及び技術室長補佐とし、農業経営課担い手対策

推進室」を加え、「、技術室長補佐」を「技術室長補佐とす

る。」に改め、同条中第５項を第６項とし、第４項の次に次

の１項を加える。

５ 幹事課に構造改革班長を置く。

第１８条第１項中第１４号を削り、第１５号を第１４号とし、第１６

号を第１５号とし、第１７号を第１６号とする。

第２０条第２項第５号を削る。

第２３条第１項中第１８号を第１９号とし、第１７号の次に次の１

号を加える。

� 地方局再編に関すること。

第２４条第１項中第２９号を第３０号とし、第１４号から第２８号ま

でを１号ずつ繰り下げ、第１３号の次に次の１号を加える。

� 地方局再編班長

第２４条第２項第６号を削る。

第２６条第４項第６号を削る。

第２７条第４項第８号を削る。

第２８条第５項中第３号を削り、第４号を第３号とする。

第２９条第１項中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１

号を加える。

� 動物由来感染症の予防に関すること。

第２９条第２項中「置き、業務課に業務係を」を削り、同条

第３項第３号を次のように改める。

� 担当係長

第２９条第４項中第４号を削り、第５号を第４号とする。

第３０条第７項第３号を削る。

第３１条第５項中第４号を削り、第５号を第４号とする。

第３５条の見出しを「（消費生活センター）」に改め、同条

第１項中「愛媛県生活センター（以下「生活センター」を「

愛媛県消費生活センター（以下「消費生活センター」に改め

、同項第４号中「生活センター友の会」を「消費生活センタ

ー友の会」に改め、同条第２項及び第３項中「生活センター

」を「消費生活センター」に改め、同条第４項中「生活セン

ター」を「消費生活センター」に改め、同項第４号を削る。

第３７条第１項第１号中「第１８条第３項」の下に「及び第４

項」を加え、同項に次の１号を加える。

� 介護給付費等の支給決定等及び自立支援医療費の支給

認定その他市町に対する必要な援助等に関すること。

第３７条第３項第４号を削る。

第３８条第４項第４号を削る。

第４０条第１項に次の１号を加える。

	 介護給付費等の支給決定等その他市町に対する必要な

援助等に関すること。

第４０条第３項中第３号を削り、第２号を第３号とし、第１

号の次に次の１号を加える。

� 主任

第４４条第４項第７号を削る。

第４８条第４項第４号を削る。

第４９条第３項第４号を削る。

第４９条の２第４項第５号を削る。

第５０条第４項第５号を削る。

第５１条第４項第５号を削る。

第５２条第１項第５号中「通院医療費の公費負担」を「精神

通院医療に係る自立支援医療費の支給認定」に改め、同項に

次の１号を加える。

� 介護給付費等の支給決定等その他市町に対する必要な

援助等に関すること。

第５２条第４項第６号を削る。

第５３条第２項の表健康推進課の項中「健康支援係、健康情

報係、研修企画係」を「健康推進係」に改め、同条第３項中

第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号から第８号まで

を１号ずつ繰り上げ、同条第４項第７号を削る。

第５４条第４項第４号を削る。
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第５５条第４項第３号を削る。

第５６条第４項第５号を削る。

第５７条第４項第４号を削る。

第５８条第４項第３号を削る。

第５９条第４項第３号を削る。

第６０条第３項第３号を削る。

第６３条第５項第４号を削る。

第６４条第４項第５号を削る。

第６７条第５項第４号を削る。

第６７条の２第４項第４号を削る。

第６８条第４項第４号を削る。

第６９条第４項第４号を削る。

第７０条第４項第４号を削る。

第７２条第１項中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１

号を加える。

� 水産動植物の種苗の生産及び供給並びに水産増養殖の

技術指導に関すること。

第７２条第２項の表中「増殖室」の下に「、栽培推進室」を

加え、同条第４項中第１１号を第１２号とし、第１０号の次に次の

１号を加える。

� 技師

第７２条第５項第５号を削る。

第７３条を削る。

第７３条の２第４項第３号を削り、同条を第７３条とする。

第７４条第４項第３号を削る。

第７５条第３項中「それぞれ」を削り、同項の表行政課の項

中「庶務係、行政係」を削り、同条第５項第５号を削る。

第７６条第３項を次のように改める。

３ 研修所に研修課を置き、研修課に庶務係及び教務係を置

く。

第７６条第４項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６

号を第５号とし、第７号を第６号とし、同条第５項中第２号

を削り、第３号を第２号とし、第４号を第３号とし、第５号

を削る。

第７８条第５項第５号を削る。

第７９条第５項第３号を削る。

第８０条第４項第３号を削る。

別表第１財政課の項を削り、同表税務課の項係の欄中「、

間税係」及び「、機構設立準備係」を削り、同表私学文書課

の項を削り、同表市町振興課の項を次のように改める。

市町振興課 行政係、選挙係、財政係、税政係、地

域振興係、合併支援係

別表第１市町振興課の項の次に次のように加える。

私学文書課 私学係、法令係、文書係

別表第１行政システム改革課の項係の欄中「システム改革

係」の下に「、経営改革係」を加え、「総務事務センター整

備係」を「総務事務センター係」に改め、同表統計課の項同

欄中「、管理係、システム第一係、システム第二係」を削り

、同表情報政策課の項同欄中「電子申請推進係」の下に「、

管理係」を加え、同表障害福祉課の項同欄中「障害者施設係

、療育センター係、身体障害者福祉係、知的障害者福祉係、

精神障害者福祉係」を「障害政策係、在宅福祉係、障害施設

係、障害支援係、療育センター係」に改め、同表長寿介護課

の項同欄中「長寿社会係、介護保険管理係」を「長寿政策係

、介護予防係、介護研修係」に改め、同表農政課の項同欄中

「、指導係」を削り、同表農業経営課の項を次のように改め

る。

農業経営課 管理係、生産環境係、普及指導係、研

究企画係

担い手対策

推進室

農地活用係、担い手育成係

別表第１漁政課の項係の欄中「企画調整係」を「企画流通

係」に改め、「、流通加工係」を削り、同表水資源対策課の

項同欄中「、ダム係」を削り、同表道路建設課の項同欄中「

道路事業係」の下に「、高速道路係」を加え、同表道路維持

課の項同欄中「市町道係」を「道路保全係」に、「舗装防災

係」を「道路防災係」に改め、高速道路課の項を削る。

別表第２県民生活課の項地方機関の欄中「生活センター」

を「消費生活センター」に改め、同表農政課の項同欄中「、

栽培漁業センター」を削る。

別表第３松山地方局の部産業経済部農村整備第二課の項係

の欄中「総合整備第一係、総合整備第二係」を「総合整備係

」に改め、同部産業経済部水産課の項同欄中「、漁港係」を

削り、同表八幡浜地方局の部産業経済部農村整備第一課の項

同欄中「、農地整備第四係」を削り、同部建設部道路課の項

同欄中「名坂道路係」を「高規格道路係」に改める。

別表第６八幡浜地方局鹿野川ダム管理事務所の項を削る。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際、次の表の左欄に掲げる職を命ぜられ

、又は課若しくはセンターに勤務若しくは兼務を命ぜられ

ている者は、別に辞令を発せられない限り、それぞれ当該

右欄に掲げる職を命ぜられ、又は課若しくはセンターに勤

務若しくは兼務を命ぜられたものとする。

総務部管理局財政課予算第一係長 総務部管理局財政課担当係長

総務部管理局財政課予算第二係長 総務部管理局財政課担当係長

総務部管理局財政課予算第三係長 総務部管理局財政課担当係長

総務部管理局私学文書課私学係長 総務部新行政推進局私学文書課私学係
長

総務部管理局私学文書課法令係長 総務部新行政推進局私学文書課法令係
長

総務部管理局私学文書課 総務部新行政推進局私学文書課

総務部新行政推進局行政システム改革
課総務事務センター整備係長

総務部新行政推進局行政システム改革
課総務事務センター係長

総務部新行政推進局行政システム改革
課総務事務センター整備係担当係長

総務部新行政推進局行政システム改革
課総務事務センター係担当係長

東京事務所行政課庶務係長 東京事務所行政課担当係長

東京事務所行政課行政係長 東京事務所行政課担当係長

研修所総務課庶務係長 研修所研修課庶務係長

研修所研修企画課教務係長 研修所研修課教務係長
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企画情報部管理局統計課システム第一
係長 企画情報部管理局情報政策課担当係長

企画情報部管理局統計課システム第二
係長 企画情報部管理局情報政策課担当係長

生活センター相談・テスト係長 消費生活センター相談・テスト係長

生活センター 消費生活センター

健康増進センター健康推進課健康支援
係長

健康増進センター健康推進課健康推進
係長

健康増進センター健康推進課研修企画
係長

健康増進センター健康推進課健康推進
係担当係長

農林水産部農業振興局農業経営課農地
活用係長

農林水産部農業振興局農業経営課担い
手対策推進室農地活用係長

農林水産部農業振興局農業経営課担い
手育成係長

農林水産部農業振興局農業経営課担い
手対策推進室担い手育成係長

栽培漁業センター 水産試験場

中予栽培漁業センター事業係長 中予水産試験場栽培推進室担当係長

中予栽培漁業センター 中予水産試験場

土木部道路都市局道路維持課市町道係
長

土木部道路都市局道路維持課道路保全
係長

松山地方局産業経済部農村整備第二課
総合整備第二係長

松山地方局産業経済部農村整備第二課
総合整備係長

八幡浜地方局建設部道路課名坂道路係
長

八幡浜地方局建設部道路課高規格道路
係長

�������
�愛媛県規則第３６号
愛媛県職員の職の設置規則の一部を改正する規則を次のよ

うに定める。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県職員の職の設置規則の一部を改正する規則

愛媛県職員の職の設置規則（昭和４８年愛媛県規則第２４号）

の一部を次のように改正する。

第２条の表知事の事務部局の部本庁の項職の欄中「事業管

理統括監」を「えひめブランド推進統括監」に改め、「、事

業管理監」を削り、「えひめブランド推進監」の下に「、高

速道路推進監」を、「医幹」の下に「、構造改革班長」を加

え、「、主査」を削り、同部地方機関の項同欄中「新まちづ

くり支援班長」の下に「、地方局再編班長」を加え、「、主

査」を削り、同表労働委員会事務局の部同欄中「、主査」を

削る。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�������
�愛媛県規則第３７号
建設業者許可申請等手続規則及び愛媛県外部監査人の資格

を証する書面閲覧規則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

建設業者許可申請等手続規則及び愛媛県外部監査人の

資格を証する書面閲覧規則の一部を改正する規則

（建設業者許可申請等手続規則の一部改正）

第１条 建設業者許可申請等手続規則（昭和４７年愛媛県規則

第１２号）の一部を次のように改正する。

第２条中「正本１通及び副本２通」を「次の各号に掲げ

る書類の区分に応じ、当該各号に定める数」に改め、同条

に次の各号を加える。

� 法第３条第１項の許可の申請をする場合において法

第５条の規定により提出すべき許可申請書及びその添

付書類 正本１通及び副本２通

� 法第３条第３項の許可の更新の申請をする場合にお

いて法第５条の規定により提出すべき許可申請書及び

その添付書類並びに法第１１条又は省令第７条の２若し

くは第８条の規定により提出すべき届出書及びその添

付書類 正本１通及び副本１通

（愛媛県外部監査人の資格を証する書面閲覧規則の一部改

正）

第２条 愛媛県外部監査人の資格を証する書面閲覧規則（平

成１１年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

第４条第２号中「管理局人事課」を「新行政推進局行政

システム改革課」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�������
�愛媛県規則第３８号
地方公営企業法第３９条第２項の規定により知事が定める職

に関する規則及び地方公営企業法第１５条第１項ただし書に規

定する主要な職員を定める規則の一部を改正する規則を次の

ように定める。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

地方公営企業法第３９条第２項の規定により知事が定め

る職に関する規則及び地方公営企業法第１５条第１項た

だし書に規定する主要な職員を定める規則の一部を改

正する規則

（地方公営企業法第３９条第２項の規定により知事が定める

職に関する規則の一部改正）

第１条 地方公営企業法第３９条第２項の規定により知事が定

める職に関する規則（昭和４６年愛媛県規則第２３号）の一部

を次のように改正する。

本則第４号中「センター長」の下に「、企画調査監」を

加え、「、経営企画室長及び経営企画室長補佐」を「及び

経営企画室長」に改め、「総務課長」の下に「及び総務課

長補佐」を加える。

（地方公営企業法第１５条第１項ただし書に規定する主要な

職員を定める規則の一部改正）

第２条 地方公営企業法第１５条第１項ただし書に規定する主

要な職員を定める規則（昭和４６年愛媛県規則第２４号）の一

部を次のように改正する。

本則第４号中「センター長」の下に「、企画調査監」を

加え、「、経営企画室長及び経営企画室長補佐」を「及び

経営企画室長」に改め、「総務課長」の下に「及び総務課

長補佐」を加える。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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告 示

訓 令

��������������

�愛媛県告示第５２６号
愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項の規定による口頭に

よる開示請求をすることができる個人情報（平成１４年３月愛

媛県告示第７０１号）の一部を次のように改正する。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

表愛媛県立保育専門学校入学試験の項及び愛媛県立医療技

術短期大学一般入学試験の項を削り、同表海外派遣農業研修

生選考の項口頭による開示請求をすることができる場所の欄

中「農林水産部農業振興局農業経営課」を「農林水産部農業

振興局農業経営課担い手対策推進室」に改める。

�������
�愛媛県告示第５２７号
愛媛県建設業者提出書類閲覧所の設置（昭和４７年３月愛媛

県告示第２９１号）の一部を次のように改正する。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

表位置の欄中

「
松山市 愛媛県土木部管理局土木管理課内 を削る。

」

�愛媛県訓令第３号
庁 中 一 般

愛媛県処務細則の一部を改正する訓令を次のように定める

。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県処務細則の一部を改正する訓令

愛媛県処務細則（昭和２９年愛媛県訓令第５号）の一部を次

のように改正する。

第１１条の３を次のように改める。

（えひめブランド推進統括監）

第１１条の３ えひめブランド推進統括監は、上司の命を受け

、新しい愛媛ブランドの育成、販路開拓、食の安全・安心

対策等に関する事務を統括する。

第１２条中第４項を削り、第５項を第４項とし、同項の次に

次の１項を加える。

５ 高速道路推進監は、上司の命を受け、高速道路の建設促

進等に関する事務を調整し、整理するとともに、道路建設

課に係る当該事務を掌理し、同課の当該事務を担当する職

員を指揮監督する。

第１４条の８を第１４条の９とし、第１４条の４から第１４条の７

までを１条ずつ繰り下げ、第１４条の３の次に次の１条を加え

る。

（構造改革班長）

第１４条の４ 構造改革班長は、上司の命を受け、財政構造改

革の推進に関する事務を処理する。

第１６条の３を削る。

第２０条第２項中「事業管理統括監」を「えひめブランド推

進統括監」に改め、「、事業管理監」を削り、「えひめブラ

ンド推進監」の下に「、高速道路推進監」を加える。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第４号
庁 中 一 般

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように改める。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

第２条第２号中「事業管理統括監」を「えひめブランド推進統括監」に改め、「、事業管理監」を削り、「えひめブランド

推進監」の下に「、高速道路推進監」を加える。

第５条第１項の表知事の権限に属する事務の部部長の項代決者の欄中「事業管理統括監」を「えひめブランド推進統括監」

に、「事業管理監」を「えひめブランド推進監」に改め、同部事業管理統括監の項決裁者の欄中「事業管理統括監」を「えひ

めブランド推進統括監」に改め、同項代決者の欄中「事業管理監」を「えひめブランド推進監」に、「事業管理統括監」を「

えひめブランド推進統括監」に改め、同部課長の項同欄中「、事業管理監（担任事務に限る。）」を削り、「えひめブランド

推進監（担任事務に限る。）」の下に「、高速道路推進監（担任事務に限る。）」を加え、「又は所長」を「、所長又は構造

改革班長（担任事務に限る。）」に改め、同部原子力安全対策推進監、循環型社会推進監、事業管理監及びえひめブランド推

進監の項決裁者の欄中「事業管理監及びえひめブランド推進監」を「えひめブランド推進監及び高速道路推進監」に改め、同

項代決者の欄中「事業管理監又はえひめブランド推進監」を「えひめブランド推進監又は高速道路推進監」に改める。

別表第１ ５の部１の項事項の欄中「第４項」を「第５項」に改め、同部２の項同欄中「第７条第３項第３号、第８条第２

項第６号、第３項、第９条第５号、第１０条第２項」を「第７条第３項第４号、第８条第２項第７号、第３項第３号、第９条第

６号、第１０条第２項第４号」に改め、同表６の部中１６の項を１７の項とし、１０の項から１５の項までを１ずつ繰り下げ、９の項の

次に次のように加える。
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１０ 非常勤職員（９に掲げる者を除く。）の任免に関
すること。

� 法令に基づくもの ○

� �以外のもの ○

別表第１ １１の部１の項事項の欄中「第３４条」の下に「、第８４条の２第１項、公益法人に係る主務官庁の権限に属する事務

の処理等に関する政令（以下この部において「政令」という。）第１条第１項第１号」を加え、同部２の項同欄中「第３８条第

２項」の下に「、第８４条の２第１項、政令第１条第１項第１号」を加え、同部４の項同欄中「第７７条」の下に「、第８４条の２

第１項、政令第１条第１項第１号」を加え、同部９の項同欄中「第５９条第３号」の下に「、第８４条の２第１項、政令第１条第

１項第１号」を加え、同部１０の項同欄中「第６７条第２項」の下に「、第８４条の２第１項、政令第１条第１項第１号」を加え、

同部１１の項同欄中「第６７条第３項」の下に「、第８４条の２第１項、政令第１条第１項第１号」を加え、同部１２の項同欄中「第

７１条」の下に「、第８４条の２第１項、政令第１条第１項第１号」を加え、同部１４の項同欄中「第７２条第２項」の下に「、第８４

条の２第１項、政令第１条第１項第１号」を加え、同部１５の項同欄中「第８３条」の下に「、第８４条の２第１項、政令第１条第

１項第１号」を加え、同表中２２の部を２３の部とし、１９の部から２１の部までを１ずつ繰り下げ、同表１８の部１の項を次のように

改める。

１ 公の施設に関すること。

� 特に重要なもの ○

� 重要なもの ○

� 軽易なもの ○

別表第１中１８の部を１９の部とし、１２の部から１７の部までを１ずつ繰り下げ、１１の部の次に次のように加える。

１２ 公益信託に
関する事務

１ 引受けの許可（信託法第６８条、第７２条、公益信託
に係る主務官庁の権限に属する事務の処理等に関す
る政令（以下この部において「政令」という。）第
７５条第１項）

○

２ 監督に関すること。

� 信託管理人の選任（信託法第８条第１項、第７２
条、政令第７５条第１項）

○

� 信託財産の取得の許可（信託法第２２条第１項た
だし書、第７２条、政令第７５条第１項）

○

� 受託者の解任（信託法第４７条、第７２条、政令第
７５条第１項）

○

� 信託財産の管理人の選任及び処分命令（信託法
第４８条、第７２条、政令第７５条第１項）

○

� 新受託者の選任（信託法第４９条第１項、第２項
、第７２条、政令第７５条第１項）

○

� 事務の処理の検査（信託法第６９条第１項、第７２
条、政令第７５条第１項）

○

� 処分命令（信託法第６９条第１項、第７２条、政令
第７５条第１項）

○

� 信託の条項の変更（信託法第７０条、第７２条、政
令第７５条第１項）

○

	 受託者の辞任の許可（信託法第７１条、第７２条、
政令第７５条第１項）

○


 事業計画及び収支予算の届出の受理 ○

� 事業報告、収支決算届出等の受理 ○

� 残余財産の処分の許可 ○


 主務大臣に対する報告 ○

３ 特定公益信託及び認定特定公益信託の証明及び認
定（所得税法施行令第２１７条の２第２項、第３項、
法人税法施行令第７７条の２第２項、第３項、租税特
別措置法施行令第４０条の４第２項、第３項）

○
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別表第２人事課の表１の部１の項�を削り、同表５の部１の項を次のように改める。

１ 給料の決定に関すること（職員の給与に関する条
例（以下この部において「給与条例」という。）第
４条、一般職の任期付研究員の採用等に関する条例
第５条、一般職の任期付職員の採用等に関する条例
第７条、技能労務職員の給与の種類及び基準を定め
る条例（以下この部において「技能労務職員の給与
条例」という。）第３条）。

� 本庁の部長若しくは局長又はこれらに相当する
職にある者に係るもの

○

� 本庁の課長補佐又はこれに相当する職以上の職
にある者に係るもの（�に該当するものを除く。
）

○

� �及び�以外のもの ○

別表第２人事課の表備考�中「５の部１の項�ア同欄、同項�イ同欄、同項�イ同欄」を「５の部１の項�同欄」に改め、
同表備考�中「５の部１の項�ア」を「５の部１の項�」に改める。
別表第２税務課の表１の部中２の項を削り、３の項を２の項とし、４の項を３の項とし、５の項を４の項とし、同表３の部

１の項を削り、同部２の項事項の欄中「法」を「地方税法（以下この部において「法」という。）」に改め、同項を同部１の

項とし、同部中３の項から９の項までを１ずつ繰り上げ、１０の項を削る。

別表第２私学文書課の表を削る。

別表第２市町振興課の表４の部１の項及び２の項を次のように改める。

１ 市町債（市町を構成員とする一部事務組合に係る
ものを含む。以下この部において同じ。）の総務大
臣への事前協議及び配分

○

２ 起債許可団体の指定に係る意見の具申（地方財政
法施行令第１７条第２項第２号）

○

別表第２市町振興課の表４の部３の項事項の欄中「市町債の」の下に「同意予定額又は」を加え、同部中同項の次に次のよ

うに加える。

４ その他市町債に関すること。

� 重要なもの ○

� 軽易なもの ○

別表第２市町振興課の表の次に次の１表を加える。

組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分

知事
専決者

部長 局長 課長

私

学

文

書

課

１ 私立学校に
関する事務

１ 学校教育法に関すること。

� 私立学校（専修学校及び各種学校を除く。）の
設置、廃止及び設置者の変更の認可（第４条）

○

� 私立学校（専修学校及び各種学校を除く。）に
係る�に掲げるもの以外の認可（第４条）

○

� 専修学校の設置、廃止、設置者の変更及び目的
の変更の認可（第８２条の８）

○

� 各種学校の設置、廃止、設置者の変更等の認可
（第４条、第８３条）

○

� 私立学校の学校閉鎖命令（第１３条） ○

� 専修学校及び各種学校の設置勧告及び教育の停
止命令（第８４条）

○

２ 私立学校法に関すること。
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� 学校法人の寄附行為の認可（第３１条） ○

� 準学校法人の寄附行為の認可（第３１条、第６４条
）

○

� 学校法人の解散の認可又は認定及び合併の認可
（第５０条、第５２条）

○

� 準学校法人の解散の認可又は認定及び合併の認
可（第５０条、第５２条、第６４条）

○

� 学校法人及び準学校法人の寄附行為の補充（第
３２条、第６４条）

○

� 学校法人及び準学校法人の収益事業の種類の決
定及び停止命令（第２６条、第６１条、第６４条）

○

� 学校法人の寄附行為の変更の認可（第４５条） ○

� 準学校法人の寄附行為の変更の認可（第４５条、
第６４条）

○

	 学校法人及び準学校法人の解散命令（第６２条、
第６４条）

○

３ 日本私立学校振興・共済事業団に関すること。 ○

４ 私立学校教職員共済組合に関すること。 ○

５ 私立学校の生徒旅客運賃割引証に関すること。 ○

２ 宗教法人法
の施行に関す
る事務

１ 登記に関する届出の受理（第９条） ○

２ 宗教法人の規則、規則変更、合併及び解散の認証
（第１４条、第２８条、第３９条、第４６条、第８２条）

○

３ 財産目録等の写しの受理（第２５条第４項） ○

４ 報告の徴収及び質問（第７８条の２第１項） ○

５ 宗教法人審議会の意見聴取（第７８条の２第２項、
第７９条第４項、第８０条第５項）

○

６ 宗教法人の公益事業以外の事業の停止命令（第７９
条第１項）

○

７ 認証の取消し（第８０条第１項、第２項、第６項） ○

８ 裁判所に対する宗教法人の解散命令の請求（第８１
条第１項）

○

３ 行政書士法
の施行に関す
る事務

１ 行政書士試験の実施（第３条、第４条の１６）

� 行政書士試験の受験願書（県外居住者に係るも
のに限る。）の受理（愛媛県行政書士法施行細則
第５条第１項）

○

� �以外のもの ○

２ 行政書士試験事務の委任及び委任の撤回（第４条
第１項、第４条の４第１項、第４条の１５）

○

３ 指定試験機関に関すること。

� 変更の届出についての措置（第４条の４第２項
、第３項）

○

� 試験事務規程の変更についての意見の通知（第
４条の８第２項）

○

� 事業計画及び収支予算についての意見の通知（
第４条の９第２項）

○

� 事業報告書及び収支決算書の受理（第４条の９
第３項）

○

� 必要な措置の指示（第４条の１１第２項） ○

� 報告の徴収及び立入検査（第４条の１２第２項） ○
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� 試験事務の休廃止の許可についての意見の具申
（第４条の１３第３項）

○

４ 行政書士及び行政書士法人の監督に関すること。

� 事務所の立入検査（第１３条の２２第１項） ○

� 懲戒処分（第１４条、第１４条の２第１項から第３
項まで、第１４条の５）

○

� 措置要求の処理（第１４条の３第１項、第２項） ○

� 日本行政書士会連合会に対する通知（第１４条の
４）

○

５ 行政書士会の会則及び会則の変更の認可（第１６条
の２）

○

６ 行政書士会の報告の受理（第１７条） ○

４ 私立大学に
関する事務

１ 私立大学に関すること。
○

５ 文書管理に
関する事務

１ 文書の浄書（文書管理規程第３２条） ○

２ 文書等の発送（文書管理規程第３５条第１項、第３
項、第４項）

○

３ 県報登載（文書管理規程第３７条から第３９条まで） ○

４ 文書の保存期間の特例の協議（文書管理規程第５５
条）

○

５ 完結文書の引継ぎ（文書管理規程第５８条第２項） ○

６ 保存文書の利用及び庁外持出しの承認（文書管理
規程第６１条）

○

７ 保存文書の閲覧及び写しの交付の協議（文書管理
規程第６３条第１項）

○

８ 保存文書の廃棄（文書管理規程第６４条第１項、第
６５条）

○

９ 浄書経費の分担割合の決定 ○

１０ 掲示板への掲示の承認 ○

６ 文書事務の
総括に関する
事務

１ 文書事務の調査指導（文書管理規程第４条） ○

２ 文書記号の協議（文書管理規程第４５条第４項） ○

３ ファイル管理表及びファイル管理総括表の調整（
文書管理規程第４９条第４項）

○

７ 愛媛県公印
規程の施行に
関する事務

１ 特殊公印の作成の承認（第４条） ○

２ 公印の新設、改刻及び廃止の承認及び告示（第６
条、第１０条）

○

３ 公印の登録（第７条） ○

４ 公印刷込み承認届の受理（第１３条第２項） ○

８ 県報、官報
登載及び県法
規集に関する
事務

１ 愛媛県報発行規程に関すること。

� 号外の県報発行（第３条） ○

� 別冊の発行（第５条） ○

� 県報の配付先及び配付部数の決定（第８条） ○

２ 愛媛県報一般広告規程に関すること。

� 一般広告の県報への掲載（第１条） ○

３ 官報報告規程に関すること。

� 官報掲載事項の報告（第５条） ○

� 官報掲載事項の訂正（第６条） ○

４ 県法規集の編集 ○
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別表第２行政システム改革課の表中１１の部の次に次のように加える。

１２ 旅費の支出
の集中処理業
務に関する事
務

１ 旅費の支出の集中処理業務に関すること。

○

別表第２企画調整課の表５の部を次のように改める。

５ 国土形成計
画法の施行に
関する事務

１ 全国計画の策定及び変更に係る意見の具申（第６
条第５項、第８項）

○

２ 全国計画の提案（第８条第１項） ○

３ 広域地方計画協議会に関すること。 ○

４ 広域地方計画に関する調整の要請（第１３条） ○

５ その他国土形成計画に関すること。 ○

６ 四国地方開発推進委員会に関すること。 ○

別表第２企画調整課の表中６の部を削り、７の部を６の部とし、８の部から１６の部までを１ずつ繰り上げる。

別表第２統計課の表４の部を削る。

別表第２情報政策課の表中９の部の次に次のように加える。

はん

１０ 汎用コンピ
ュータシステ
ムに関する事
務

はん

１ 汎用コンピュータの機種決定 ○

はん

２ 汎用コンピュータシステムの管理及び運用 ○

はん

３ 汎用コンピュータシステムの利用の推進 ○

別表第２県民生活課の表４の部３の項を削り、同表５の部１の項事項の欄中「第９条の３」を「第８条」に改める。

別表第２人権対策課の表中５の部を削り、６の部を５の部とし、７の部を６の部とする。

別表第２環境政策課の表２１の部１の項�事項の欄中「第８条第１項」を「第２１条第１項」に改め、同項�同欄中「第８条第
２項」を「第２１条第２項」に改め、同項�同欄中「第８条第３項」を「第２１条第３項」に改め、同部２の項同欄中「第１０条第
１項」を「第２３条第１項」に改め、同部３の項�同欄中「第１１条第１項」を「第２４条第１項」に改め、同項�同欄中「第１１条
第３項」を「第２４条第３項」に改め、同項�同欄中「第１１条第４項」を「第２４条第４項」に改める。
別表第２保健福祉課の表２０の部１の項�決裁区分の欄中

「
○ を

「
○ に改め、同表２１の部１の項を次のように改める。

」 」

１ 市町以外の者が設置する指定介護老人福祉施設に
関すること。

� 報告の徴収及び立入検査（第９０条第１項） ○

� 勧告（第９１条の２第１項） ○

� 勧告に従わない旨の公表（第９１条の２第２項） ○

� 勧告に係る措置命令（第９１条の２第３項、第４
項）

○

別表第２医療対策室の表中１３の部を１４の部とし、７の部から１２の部までを１ずつ繰り下げ、同表６の部事務の種類の欄中「

臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律」を「臨床検査技師等に関する法律」に改め、同部を同表７の部とし、同表中２

の部から５の部までを１ずつ繰り下げ、同表１の部の次に次のように加える。

２ 愛媛県へき
地医療医師確
保奨学基金条
例の施行に関
する事務

１ 貸与者の決定（愛媛県へき地医療医師確保奨学基
金条例施行規則（以下この部において「規則」とい
う。）第９条）

○

２ 奨学金の貸与の取消し及び休止の決定（規則第１０
条第１項）

○

３ 奨学金の返還に関する指示（規則第１５条） ○

４ 奨学金の返還免除の決定（第６条） ○

５ 奨学金の返還猶予の決定（規則第１６条） ○
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６ 届出等の受理（規則第１１条、第１２条、第１７条、第
１８条）

○

別表第２健康増進課の表４の部２の項事項の欄中「第２７条第１項、第２項、第２８条第１項、第２９条の４第２項、第３４条第１

項、第３項、」を削り、同部中３の項から５の項までを削り、６の項を３の項とし、７の項を４の項とし、８の項を削り、９

の項を５の項とし、１０の項から１４の項までを４ずつ繰り上げ、同表１５の部中１の項を削り、２の項を１の項とし、同部中同項

の次に次のように加える。

２ 小児慢性特定疾患治療研究費の交付額及び委託料
の決定（第２１条の９の６、新たな小児慢性特定疾患
対策の確立について（平成１７年２月２１日付け厚生労
働省雇用均等・児童家庭局長通知）第４の７）

○

別表第２健康増進課の表１７の部事務の種類の欄中「ファミリーハウスあい利用料金条例」を「ファミリーハウスあい管理条

例」に改め、同部１の項事項の欄中「承認」の下に「及び変更承認」を加え、「第２条第３項、第４項」を「第１１条第３項」

に改め、同項を同部３の項とし、同項の前に次のように加える。

１ 利用時間の変更の承認（第４条第２項） ○

２ 利用の許可を要する附属設備等の承認（第７条第
１項第２号）

○

別表第２健康増進課の表１８の部を次のように改める。

１８ 障害者自立
支援法の施行
に関する事務

１ 自立支援医療費（育成医療及び精神通院医療に係
るものに限る。）に関すること。

� 不正利得の徴収（第８条第１項、第２項） ○

� 障害者等に対する報告の徴収（第９条第１項、
第１１条第１項）

○

� 自立支援給付対象サービスの関係者に対する報
告の徴収及び立入検査（第１０条第１項、第１１条第
２項）

○

� 官公署に対する資料の請求（第１２条） ○

� 支給認定（第５３条第１項、第５４条第２項、第３
項）

○

� 申請内容の変更届出の受理（障害者自立支援法
施行令（以下この部において「政令」という。）
第３２条第１項）

○

� 医療受給者証の再交付（政令第３３条第１項） ○

� 支給認定の変更の決定（第５６条第２項、第４項
）

○

	 支給認定の取消し（第５７条第１項） ○


 医療受給者証の返還の受理（第５７条第２項） ○

� 支給の決定（第５８条第１項） ○

� 額の決定等（第７３条第１項、第３項） ○


 支払事務の委託に関すること（第７３条第４項）
。

○

２ 指定自立支援医療機関（育成医療及び精神通院医
療に係るものに限る。）に関すること。

� 指定（第５４条第２項、第６９条第１号） ○

� 指定の更新（第６０条第１項） ○

� 変更並びに休止、廃止及び再開等の届出の受理
（第６４条、第６９条第２号、障害者自立支援法施行
規則第６３条）

○

� 指定の辞退の申出の受理（第６５条、第６９条第３
号）

○
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� 報告の徴収等（第６６条第１項） ○

� 自立支援医療費の支払差止め等（第６６条第３項
）

○

� 勧告（第６７条第１項） ○

� 勧告に従わない旨の公表（第６７条第２項） ○

� 措置命令（第６７条第３項、第４項） ○

� 指定の取消し等（第６８条第１項、第６９条第４号
）

○

別表第２薬務衛生課の表１８の部中２の項を削り、３の項を２の項とし、４の項を３の項とし、５の項を４の項とし、同表２０

の部中３の項を削り、４の項を３の項とし、５の項から１１の項までを１ずつ繰り上げる。

別表第２障害福祉課の表９の部４の項から６の項までを削り、同部を同表１０の部とし、同表中５の部から８の部までを１ず

つ繰り下げ、同表４の部中１の項を削り、２の項を１の項とし、同部３の項�事項の欄及び�同欄中「第５０条」を「第５０条第
７号、第７号の２」に改め、同項を同部２の項とし、同部を同表５の部とし、同表３の部１の項を削り、同部２の項中	を削
り、�を	とし、同部３の項を削り、同部を同表４の部とし、同表２の部中７の項を削り、８の項を７の項とし、９の項から
１１の項までを削り、同部１２の項同欄中「身体障害者居宅生活支援事業」を「身体障害者相談支援事業等」に改め、同項を同部

８の項とし、同部１３の項を同部９の項とし、同部１４の項同欄中「身体障害者居宅生活支援事業」を「身体障害者相談支援事業

等」に改め、同項を同部１０の項とし、同部１５の項同欄中「身体障害者居宅生活支援事業」を「身体障害者相談支援事業等」に

改め、同項を同部１１の項とし、同部中１６の項から１９の項までを４ずつ繰り上げ、同部２０の項同欄中「措置費及び」を削り、「

昭和６２年７月１６日」を「平成５年４月１日」に改め、同項を同部１６の項とし、同部中２１の項を削り、２２の項を１７の項とし、同

部を同表３の部とし、同表１の部の次に次のように加える。

２ 障害者自立
支援法の施行
に関する事務

１ 自立支援給付対象サービス等（育成医療及び精神
通院医療に係るものを除く。）の関係者に対する報
告の徴収（第１１条第１項、第２項）

○

２ 指定障害福祉サービス事業者に関すること。

� 指定（第２９条第１項、第５１条第１号） ○

� 指定の変更（第３７条第１項） ○


 指定の更新（第４１条第１項） ○

	 変更及び廃止の届出等に係る公示（第５１条第２
号）

○

� 勧告（第４９条第１項） ○

� 勧告に従わない旨の公表（第４９条第４項） ○

� 措置命令（第４９条第５項、第６項） ○

� 指定の取消し（第５０条第１項、第５１条第４号） ○

３ 指定自立支援医療機関（更生医療に関するものに
限る。）に関すること。

� 指定（第５４条第２項、第６９条第１号） ○

� 指定の更新（第６０条第１項） ○


 変更並びに休止、廃止及び再開等の届出の受理
（第６４条、第６９条第２号、障害者自立支援法施行
規則第６３条）

○

	 指定の辞退の申出の受理（第６５条、第６９条第３
号）

○

� 報告の徴収等（第６６条第１項） ○

� 自立支援医療費の支払差止め等（第６６条第３項
）

○

� 勧告（第６７条第１項） ○

� 勧告に従わない旨の公表（第６７条第２項） ○

� 措置命令（第６７条第３項、第４項） ○
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� 指定の取消し等（第６８条第１項、第６９条第４号
）

○

４ 自立支援医療費等の額の決定等（第７３条第１項、
第３項）

○

５ 障害福祉サービス事業に関すること。

� 開始、変更、廃止及び休止の届出の受理（第７９
条第２項から第４項まで）

○

� 報告の徴収及び立入検査（第８１条第１項） ○

� 事業の停止命令等（第８２条） ○

６ 市町障害保健福祉計画に関すること。

� 意見の通知（第８８条第７項） ○

� 作成上の助言（第９０条第１項） ○

７ 都道府県障害福祉計画に関すること。

� 策定及び変更（第８９条第１項、第６項） ○

� 地方障害者施策推進協議会の意見の聴取（第８９
条第５項）

○

８ 障害者介護給付費等に係る不服審査に関すること
。

� 受理及び通知（第９７条第１項、第１０２条） ○

� 障害者介護給付費等不服審査会への諮問（障害
者自立支援法施行条例第４条）

○

� 審理のための処分（第１０３条第１項） ○

� 裁決 ○

別表第２長寿介護課の表２の部１の項�事項の欄中「第２４条第２項」を「第２４条第１項」に改め、同項�を削り、同項�同
欄中「第２４条第３項」を「第２４条第２項」に改め、同項�を同項�とし、同項�同欄中「第２４条第３項」を「第２４条第２項」
に改め、同項�を同項�とし、同項�同欄中「第２４条第３項」を「第２４条第２項」に改め、同項�を同項�とし、同項�同欄
中「第２４条第３項」を「第２４条第２項」に改め、同項�を同項�とし、同項中�を�とし、	から�までを１ずつ繰り上げ、
同項
同欄中「第１８条の２第１項」を「第１８条の２第２項」に改め、同項
を同項�とし、同部２の項中�を削り、�を�と
し、�から�までを１ずつ繰り上げ、同項�同欄中「第１８条の２第１項」を「第１８条の２第２項」に改め、同項�を同項�と
し、同項中	を�とし、�を	とし、同項�同欄中「第２９条第４項」を「第２９条第８項、第９項」に改め、同項�を同項�と
し、同部３の項同欄中「第１８条の２第２項」を「第１８条の２第３項」に改め、同部８の項�同欄中「第４項」を「第５項」と
し、同項を同部１８の項とし、同表４の部中１３の項を２３の項とし、９の項から１２の項までを１０ずつ繰り下げ、同部７の項�同欄
中「取消し」を「取消し等」に改め、同項�を同項
とし、同項中�を�とし、�の次に次のように加える。

	 勧告（第１１３条の２第１項） ○

� 勧告に従わない旨の公表（第１１３条の２第２項
）

○

� 措置命令（第１１３条の２第３項、第４項） ○

別表第２長寿介護課の表４の部７の項�事項の欄中「命令等」を「徴収及び立入検査」に改め、同項�を同項�とし、同項
中�を�とし、�の次に次のように加える。

� 関係市町からの意見の聴取（第１０７条第５項） ○

� 指定の更新（第１０７条の２第１項） ○

� 指定の変更（第１０８条第１項） ○

別表第２長寿介護課の表４の部７の項を同部１３の項とし、同項の次に次のように加える。

１４ 指定介護予防サービス事業者に関すること。

� 指定（第５３条第１項本文、第１１５条の９第１号
）

○

� 勧告（第１１５条の７第１項） ○
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� 勧告に従わない旨の公表（第１１５条の７第２項
）

○

� 措置命令（第１１５条の７第３項、第４項） ○

� 変更の届出等に係る公示（第１１５条の９第２号
）

○

� 指定の取消し等（第１１５条の８第１項、第１１５
条の９第３号）

○

１５ 介護サービス情報の公表に関すること。

� 報告の受理（第１１５条の２９第１項） ○

� 報告に関する計画の策定及び公表（政令第３７条
の５）

○

� 調査の実施（第１１５条の２９第２項） ○

� 公表（第１１５条の２９第３項、政令第３７条の１８第
１項、第２項）

○

� 報告又は報告内容の是正の命令（第１１５条の２９
第４項、第５項）

○

� 指定居宅サービス事業者等の指定又は許可の取
消し等（第１１５条の２９第６項、第７項）

○

１６ 介護サービス情報の公表に係る指定調査機関に関
すること。

� 指定（第１１５条の３０第１項、政令第３７条の８第
１項）

○

� 報告の徴収及び立入検査（第１１５条の３４第１項
）

○

� 業務の休廃止の許可（第１１５条の３５、政令第３７
条の１２）

○

� 変更の届出の受理（政令第３７条の８第２項、第
３項）

○

� 調査事務の実施又は改善の命令（政令第３７条の
９第３項）

○

� 調査事務規程の認可及び変更の認可並びに変更
命令（政令第３７条の１０）

○

� 適合命令（政令第３７条の１１） ○

� 指定の取消し等（政令第３７条の１３） ○

１７ 介護サービス情報の公表に係る指定情報公表セン
ターに関すること。

� 指定（第１１５条の３６第１項） ○

� 報告の徴収及び立入検査（第１１５条の３４第１項
、第１１５条の３６第３項）

○

� 業務の休廃止の許可（第１１５条の３５、第１１５条
の３６第３項、政令第３７条の１２、第３７条の１５第２項
）

○

� 変更の届出の受理（政令第３７条の８第２項、第
３項、第３７条の１５第２項）

○

� 情報公表事務の実施又は改善の命令（政令第３７
条の９第３項、第３７条の１５第２項）

○

� 情報公表事務規程の認可及び変更認可並びに変
更命令（政令第３７条の１０、第３７条の１５第２項）

○

� 適合命令（政令第３７条の１１、第３７条の１５第２項
）

○

� 指定の取消し等（政令第３７条の１７） ○
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� 県による情報公表事務の実施に係る公示（政令
第３７条の１８）

○

別表第２長寿介護課の表４の部６の項中�を�とし、�を�とし、同項�事項の欄中「取消し」を「取消し等」に改め、同
項�を同項�とし、同項中�を削り、�を�とし、�の次に次のように加える。

� 勧告（第１０３条第１項） ○

� 勧告に従わない旨の公表（第１０３条第２項） ○

	 措置命令（第１０３条第３項、第４項） ○

別表第２長寿介護課の表４の部６の項中
を�とし、�から�までを２ずつ繰り下げ、
の次に次のように加える。

� 関係市町からの意見の聴取（第９４条第６項） ○

� 許可の更新（第９４条の２第１項） ○

別表第２長寿介護課の表４の部６の項を同部１２の項とし、同部５の項�事項の欄中「取消し」を「取消し等」に改め、同項
�を同項�とし、同項中�を
とし、�を�とし、
の次に次のように加える。

� 関係市町からの意見の聴取（第８６条第３項） ○

� 指定の更新（第８６条の２第１項） ○

別表第２長寿介護課の表４の部５の項を同部１１の項とし、同部４の項�事項の欄中「取消し」を「取消し等」に改め、同項
�を同項�とし、同項中�を
とし、
の次に次のように加える。

� 勧告（第８３条の２第１項） ○

� 勧告に従わない旨の公表（第８３条の２第２項） ○

� 措置命令（第８３条の２第３項、第４項） ○

別表第２長寿介護課の表４の部４の項を同部１０の項とし、同部３の項�事項の欄中「取消し」を「取消し等」に改め、同項
�を同項�とし、同項�を同項
とし、同項
同欄中「第４１条第１項」を「第４１条第１項本文」に改め、同項
の次に次のよ
うに加える。

� 勧告（第７６条の２第１項） ○

� 勧告に従わない旨の公表（第７６条の２第２項） ○

� 措置命令（第７６条の２第３項、第４項） ○

別表第２長寿介護課の表４の部３の項を同部８の項とし、同項の次に次のように加える。

９ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護に係る届
出に対する市町への助言又は勧告（第７８条の２第２
項、第３項）

○

別表第２長寿介護課の表４の部２の項の次に次のように加える。

３ 指定市町村事務受託法人に関すること。


 指定（第２４条の２第１項、介護保険法施行令（
以下この部において「政令」という。）第１１条の
６第１号）

○

� 変更並びに廃止、休止及び再開の届出の受理（
政令第１１条の３、第１１条の６第２号）

○

� 報告の徴収（政令第１１条の４） ○

� 指定の取消し等（政令第１１条の５第１項、第１１
条の６第３号）

○


 指定の取消し等に係る市町からの通知の受理（
政令第１１条の５第２項）

○

４ 介護支援専門員に関すること。
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� 試験事務の実施（第６９条の２） ○

� 合格の決定（第６９条の２） ○

� 研修事務の実施（第６９条の２） ○

� 登録（第６９条の２第１項） ○

� 登録の移転（第６９条の３、介護保険法施行規則
（以下この部において「省令」という。）第１１３
条の２４）

○

� 変更の届出の受理（第６９条の４） ○

� 死亡等の届出の受理（第６９条の５） ○

� 登録の消除（第６９条の６） ○

	 介護支援専門員証の交付（第６９条の７第１項、
第５項、省令第１１３ 条の２２）

○


 介護支援専門員証の返還等（第６９条の７第６項
から第８項まで）

○

� 介護支援専門員証の有効期間の更新（第６９条の
８）

○

� 介護支援専門員証の書換え交付（省令第１１３条
の２３第１項、第３項）

○


 介護支援専門員証の再交付等（省令第１１３条の
２５第１項、第３項、第４項）

○

� 報告の徴収（第６９条の３８第１項） ○

� 指示又は研修命令（第６９条の３８第２項、第４項
）

○

� 業務の禁止（第６９条の３８第３項、第４項） ○

５ 登録試験問題作成機関に関すること。

� 試験問題作成事務の実施（第６９条の２５第１項） ○

� 試験問題作成事務の委託（第６９条の１１第１項） ○

� 変更の届出の受理（第６９条の１４第２項） ○

� 報告の徴収及び立入検査（第６９条の２２第２項） ○

６ 指定試験実施機関に関すること。

� 指定（第６９条の２７第１項、政令第３５条の３第３
項）

○

� 監督命令（第６９条の２９） ○

� 報告の徴収及び立入検査（第６９条の３０第１項） ○

� 合格の決定の取消し又は受験の禁止（第６９条の
３１第１項）

○

� 指定の取消し（政令第３５条の３第２項、第３項
）

○

７ 指定研修実施機関に関すること。

� 指定（第６９条の３３第１項、政令第３５条の４第３
項）

○

� 監督命令（第６９条の２９、第６９条の３３第２項） ○

� 報告の徴収及び立入検査等（第６９条の３０第１項
、第６９条の３３第２項）

○

� 指定の取消し（政令第３５条の４第２項、第３項
）

○

別表第２長寿介護課の表４の部中２３の項の次に次のように加える。
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２４ 介護員養成研修事業者に関すること（介護職員基
礎研修課程に係るものに限る。）。

� 介護員養成研修事業者及び介護員養成研修の指
定（政令第３条第１項第２号）

○

� 養成研修修了者の名簿の届出の受理（政令第３
条第２項第２号イ）

○

� 変更並びに事業の廃止、休止及び再開の届出の
受理（政令第３条第２項第２号ロ）

○

� 指示（政令第３条第２項第２号ハ） ○

２５ 介護員養成研修事業者の指定の取消し（政令第３
条第３項）

○

２６ 福祉用具専門相談員指定講習会に関すること。

� 指定（政令第３条の２第１項第９号） ○

� 証明書の交付を受けた者の名簿の届出の受理（
政令第３条の２第２項第２号イ）

○

� 変更並びに事業の廃止、休止及び再開の届出の
受理（政令第３条の２第２項第２号ロ）

○

� 指示（政令第３条の２第２項第２号ハ） ○

� 指定の取消し（政令第３条の２第３項） ○

２７ 介護サービス情報の公表に係る指定調査機関の調
査員に関すること。

� 調査員養成研修の実施（政令第３７条の１４第１項
）

○

� 登録（政令第３７条の１４第１項） ○

� 調査員登録証明書の作成及び交付（政令第３７条
の１４第２項）

○

� 登録の消除（政令第３７条の１４第３項） ○

� 調査員養成研修を行う者の指定（政令第３７条の
１４第１項、第６項）

○

� 調査員養成研修を行う者の指定の取消し（政令
第３７条の１４第５項、第６項）

○

別表第２長寿介護課の表中２５の部を２６の部とし、６の部から２４の部を１ずつ繰り下げ、５の部の次に次のように加える。

６ 高齢者虐待
の防止、高齢
者の養護者に
対する支援等
に関する法律
の施行に関す
る事務

１ 市町相互間の連絡調整、市町に対する情報の提供
その他必要な援助等（２以上の地方局の所管区域に
わたるものに関するものに限る。）（第１９条）

○

２ 高齢者虐待に関する報告の受理（第２２条） ○

３ 高齢者虐待の状況、高齢者虐待に対する措置等の
公表（第２５条）

○

別表第２国民健康保険室の表１の部１の項�事項の欄中「第１０９条」を「第１０８条」に改め、同部２の項�同欄中「第１０８
条」を「第１０６条」に改め、同表２の部を削り、同表３の部１の項�同欄中「第１８条第４項」を「第１７条第４項」に改め、同
項�同欄中「第２８条」を「第５８条」に改め、同項	同欄中「平成１２年３月厚生省告示第６７号）、老人特掲診療料の施設基準等
（平成１２年３月厚生省告示第７９号」を「平成１８年３月厚生労働省告示第９３号）、特掲診療料の施設基準等（平成１８年３月厚生

労働省告示第９４号」に改め、同部を同表２の部とする。

別表第２労政雇用課の表７の部１の項事項の欄中「日本労働研究機構」を「独立行政法人労働政策研究・研修機構」に改め

る。

別表第２雇用対策室の表２の部１の項�事項の欄中「第２４条第２項、第４６条、第４８条」を「第４１条第１項、第３項」に改め
、同項�同欄中「第２４条第３項、第４項、第４８条」を「第４１条第４項、第５項」に改め、同項�同欄中「第３７条、第４８条」を
「第４３条の２」に改め、同項�同欄中「第４２条、第４８条」を「第４３条」に改め、同項�同欄中「第４３条、第４８条」を「第４３条
の３」に改め、同部２の項�同欄中「第２４条第２項、第４８条の２第１項、第４８条の３」を「第４１条第３項、第４４条第１項、第
４５条」に改め、同項�同欄中「第４８条の２第２項」を「第４４条第２項、第４項」に改め、同項�同欄中「第２４条第３項、第４
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項、第４８条の３」を「第４１条第４項、第５項、第４５条」に改め、同項�同欄中「第３７条、第４８条の３」を「第４３条の２、第４５
条」に改め、同項�同欄中「第４２条、第４８条の３」を「第４３条、第４５条」に改め、同項�同欄中「第４３条、第４８条の３」を「
第４３条の３、第４５条」に改め、同表３の部１の項同欄中「第２条の６第３項」を「第７条第３項」に改め、同部１の項�同欄
中「第９条の１２第２項、第９条の１８、第９条の２０」を「第２７条第２項、第３３条、第３５条」に改め、同項�同欄中「第９条の１２
第３項、第４項、第９条の２０」を「第２７条第３項、第４項、第３５条」に改め、同項�同欄中「第９条の１５、第９条の２０」を「
第３０条、第３５条」に改め、同項�同欄中「第９条の１６、第９条の２０」を「第３１条、第３５条」に改め、同項�同欄中「第９条の
１７、第９条の２０」を「第３２条、第３５条」に改める。

別表第２産業創出課の表中１の部を削り、２の部を１の部とし、３の部を２の部とし、４の部を３の部とする。

別表第２経営支援課の表中１０の部を削り、１１の部を１０の部とし、１２の部から１６の部を１ずつ繰り上げ、１７の部を削り、１８の

部を１６の部とし、１９の部から２５の部までを２ずつ繰り上げ、同表２６の部２の項事項の欄中「届出があつた場合における公告及

び縦覧（第５条第３項、第６条第３項、第８条第８項、第９条第５項）」を「届出及び届出を変更しない旨の通知の受理（第

５条第１項、第３項、第６条第１項から第３項まで、第５項、第６項、第８条第７項、第８項、第９条第４項、第５項、附則

第５条第１項、第３項）」に改め、同部中４の項を削り、５の項を４の項とし、６の項から１２の項を１ずつ繰り上げ、１１の項

の次に次のように加える。

１２ 承継の届出の受理（第１１条第３項） ○

別表第２経営支援課の表中２６の部を２４の部とし、２７の部から２９の部までを２ずつ繰り上げる。

別表第２観光交流課の表中８の部を削り、９の部を８の部とし、１０の部から１２の部までを１ずつ繰り上げる。

別表第２国際交流課の表４の部事務の種類の欄中「外国人観光旅客の来訪地域の多様化の促進による国際観光の振興に関す

る法律」を「外国人観光旅客の来訪地域の整備等の促進による国際観光の振興に関する法律」に改め、同部２の項事項の欄中

「第５条第１項」を「第２０条第１項」に改め、同項を同部３の項とし、同部１の項の次に次のように加える。

２ 市町の地域観光振興計画の策定及び変更の協議（
第５条第２項、第５項）

○

別表第２国際交流課の表５の部を次のように改める。

５ 通訳案内士
法の施行に関
する事務

１ 登録の実施及び拒否（第２０条から第２２条まで） ○

２ 変更の届出に係る登録証の訂正（第２３条） ○

３ 登録証の再交付（第２４条） ○

４ 登録の抹消（第２５条、第２６条） ○

５ 登録簿の閲覧（第２７条） ○

６ 懲戒処分（第３３条） ○

７ 報告の徴収（第３４条） ○

８ 登録証の返納の受理（通訳案内士法施行規則第２０
条第２項）

○

別表第２国際交流課の表８の部２の項事項の欄中「第３条第１項、第８条第３項、第９条第４項、第１０条第３項」を「第３

条第１項ただし書、第９条第３項、第１０条第４項」に改め、同部３の項同欄中「第７条第１項、第２項、第８条第３項、第９

条第４項、第１０条第３項」を「第８条第１項、第３項、第９条第３項、第１０条第４項」に、「第６条第３項」を「第７条第３

項」に改め、同部４の項を削り、同部５の項同欄中「第８条第１項」を「第９条第１項」に改め、同項を同部４の項とし、同

部６の項同欄中「第９条第１項、第４項」を「第１０条第１項ただし書、第４項、第２１条の２」に、「第４条第３号」を「第４

条第１項第３号」に改め、同項を同部５の項とし、同部７の項同欄中「第９条第３項、政令第４条第４号」を「第１０条第３項

、第２１条の２、政令第４条第１項第４号」に改め、同項を同部６の項とし、同部８の項を削り、同部９の項同欄中「第４条第

１項第６号」を「第４条第１項第５号」に改め、同項を同部７の項とし、同部１０の項同欄中「第４条第１項第７号」を「第４

条第１項第６号」に改め、同項を同部８の項とし、同部１１の項同欄中「第１７条」を「第１７条第１項から第３項まで、省令第７

条第３項、第５項、第１４条第３項」に改め、同項を同部９の項とし、同部中１２の項を１１の項とし、９の項の次に次のように加

える。

１０ 一般旅券の紛失又は消失に係る届出を外務省で行
う必要性の認定（第１７条第１項ただし書）

○

別表第２農政課の表１９の部及び備考を削る。

別表第２中山間対策室の表中３の部１の項�事項の欄、同項�同欄及び同項�同欄を次のように改める。
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� 山村振興基本方針の作成及び変更（第７条の２
第１項、第５項）

� 山村振興基本方針の作成及び変更に関する関係
機関との協議（第７条の２第４項、第５項）

� 山村振興計画の作成及び変更の協議（第８条第
１項、第４項）

別表第２中山間対策室の表中３の部１の項�から�までを削り、同表５の部１の項�事項の欄中「設定」の下に「及び変更
」を加え、「第３の１１」を「第３の１２」に改め、同項�同欄及び同項�同欄中「第３の１１」を「第３の１２」に改め、同部２の
項�同欄中「第３の８」を「第３の９」に改め、同表７の部を削る。
別表第２農業経済課の表１の部１１の項事項の欄中「第１１条の１１」を「第１１条の２６」に改め、同部１３の項同欄中「報告の徴収

、資料の提出命令、業務会計検査、違法行為の処置及び解散命令（第９３条から第９５条の２まで）」を「解散命令に係る公告（

第９５条の３）」に改め、同部１５の項同欄中「第１１条の４、第１１条の８、第１１条の１４、第１１条の１５の３」を「第１１条の７、第１１

条の２３、第１１条の２９、第１１条の３２」に改め、同部１６の項同欄中「第１０条第１５項、第１６項、第１８項から第２０項」を「第１０条第１８

項、第１９項、第２１項から第２３項」に改め、同部中１８の項及び１９の項を削り、２０の項を１８の項とする。

別表第２農地整備課の表１の部２の項�の事項の欄中「変更」の下に「（国有地等の編入承認申請を除く。）」を加え、同
項�及び同部４の項�を削り、同表２の部３の項から６の項までを削り、同表３の部中１の項及び２の項を削り、３の項を１
の項とし、４の項及び５の項を削り、同表中４の部を削り、５の部を４の部とし、６の部から９の部までを１ずつ繰り上げる

。

別表第２農業経営課の表中１の部を削り、２の部を１の部とし、３の部から８の部までを１ずつ繰り上げ、９の部を削り、

同表の次に次の１表を加える。

組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分

知事
専決者

部長 局長 課長

担

い

手

対

策

推

進

室

１ 農業経営基
盤強化促進法
の施行に関す
る事務

１ 農業経営基盤強化促進基本方針の作成及び変更（
第５条第１項、第４項、第６項）

○

２ 農業経営基盤強化促進基本方針の作成及び変更に
ついての農業会議及び農業協同組合中央会の意見の
聴取（第５条第５項）

○

３ 農業経営基盤強化促進基本構想の同意及び変更同
意（第６条第６項）

○

４ 農地保有合理化法人に関すること。

� 農地保有合理化事業規程の承認並びに変更及び
廃止の承認（第７条第１項、第５項、第８条）

○

� 報告の徴収（第９条） ○

� 農地保有合理化事業の改善命令（第１０条第１項
）

○

� 改善命令についての同意市町の意見の聴取（第
１０条第２項）

○

� 農地保有合理化事業規程の承認の取消し（第１１
条）

○

� 農地保有合理化事業の運営に関する指導 ○

５ 特定遊休農地の農業上の利用の増進に関する調停
案の作成及び受諾の勧告（第２７条の４）

○

６ 特定利用権の設定の裁定及び解除の承認（第２７条
の５、第２７条の６第１項、第２７条の７第１項、第４
項、第２７条の８第１項、第２７条の１０）

○

７ 農業経営基盤の強化を促進するための措置の円滑
な実施に必要な助言及び指導（第３６条）

○

２ 愛媛県立農
業大学校に関
する事務

１ 農業大学校の教育の基本方針の決定 ○

２ 農業大学校の運営 ○
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別表第２農産園芸課の表５の部１の項から３の項までを削り、同部４の項事項の欄中「第１９条の９、政令第３０条」を「第１９

条の１４第１項、第２項、政令第１１条第１項第１号」に改め、同項を同部１の項とし、同部５の項同欄中「登録格付機関、製造

業者及び販売業者」を「製造業者等」に、「第２０条、政令第３０条」を「第２０条第２項、政令第１１条第１項第２号、第３号」に

改め、同項を同部２の項とし、同部６の項同欄中「第３０条」を「第１１条第１項第４号」に改め、同項を同部３の項とし、同部

７の項を同部４の項とし、同表７の部組織名の欄中「水産課」を「漁政課」に改め、同部１の項�事項の欄中「及び」の下に
「変更並びに」を加え、「第５条、第７条」を「第５条第３項、第５項、第７条第２項、第３項」に改め、同項�同欄中「第
６条」を「第６条第１項、第４項、第５項」に改め、同項�同欄中「第９条、第１６条」を「第９条第１項、第１６条第１項」に
改め、同項�同欄中「第１１条、第１４条、第２０条、第２３条、第２４条、第２８条、第２９条、第３１条、第４２条、第４７条、第５３条」を「
第１１条第１項、第１４条第１項、第２０条、第２４条、第２８条、第４２条第２項、第５３条第１項、第５４条」に改め、同項�同欄中「第
４８条」の下に「、第７６条」を加え、同項�同欄中「第５５条」を「第１３条の５第１項、第５項、第５５条」に改め、同項�同欄中
「第５８条」を「第５８条第１項」に改め、同項�同欄中「第６４条」を「第６４条第１項」に改め、同項	同欄中「第６５条」を「第
１９条第５項、第６５条」に改め、同項
同欄中「第６６条」を「第６６条第１項」に改め、同項�同欄中「報告」を「報告等」に改
め、同表２の項�同欄中「営業」を「事業」に改め、「合併」の下に「及び分割」を加え、「第１０条」を「第１０条第１項、第
２項」に改め、同項�同欄中「第１２条」を「第１２条第２項」に改め、同項�同欄中「第２３条」を「第２３条第１項」に改め、同
表９の部１の項を次のように改める。

１ 米の消費拡大に関すること。 ○

別表第２農産園芸課の表備考中「課長」とあるのは、」を「局長」とあるのは「えひめブランド推進統括監」とし、同欄中

「課長」とあるのは」に改める。

別表第２林業政策課の表１の部２の項を次のように改める。

２ 使用権設定に関する認可（第５０条第１項から第３
項まで）

○

別表第２林業政策課１の部４の項�を削り、同項を同部５の項とし、同部中３の項を４の項とし、２の項の次に次のように
加える。

３ 水流における工作物の使用等の認可（第６６条） ○

別表第２林業政策課４の部事務の種類の欄中「林業生産流通総合対策事業実施要領（平成１０年４月８日付け農林水産事務次

官通知）」を「特用林産振興基本方針の策定について（昭和５４年３月２８日付け農林水産事務次官通知）」に改め、同部１の項

及び２の項を削り、同部３の項事項の欄中「（特用林産振興対策事業の運用について（平成１２年３月２９日付け林野庁長官通知

）第２）」を削り、同項を同部１の項とし、同部４の項同欄中「（第３）」を削り、同項を同部２の項とし、同表１０の部中１

の項及び２の項を削り、３の項を１の項とし、４の項から８の項までを２ずつ繰り上げ、同表１２の部中１の項及び２の項を削

り、３の項を１の項とし、４の項を２の項とし、同表１６の部中２の項及び３の項を削り、同部４の項同欄中「規則」を「愛媛

県林業・木材産業改善資金貸付規則」に改め、同項を同部２の項とし、同部５の項を削り、同表１７の部４の項を削り、同表中

１８の部の次に次のように加える。

１９ 強い林業・
木材産業づく
り交付金実施
要綱（平成１７
年３月３０日付
け農林水産事
務次官通知）
の施行に関す
る事務

１ 事業計画の作成及び変更（第３） ○

２ 実施及び報告 ○

別表第２森林整備課の表１の部中５の項及び６の項を削り、７の項を５の項とし、８の項を６の項とし、同部９の項�事項
の欄を次のように改める。

� 公有林経営に係る資金の融通のあつせん（第１９１
条）

別表第２森林整備課の表１の部９の項�を削り、同項を同部７の項とし、同表６の部２の項�を削り、同部中３の項から５
の項までを削り、６の項を３の項とし、同表中１７の部を１８の部とし、１６の部を１７の部とし、１５の部を１６の部とし、１４の部の次

に次のように加える。
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１５ 第３２回全国
育樹祭の開催
準備に関する
事務

１ 第３２回全国育樹祭の開催準備に関すること。

� 事業計画の策定に関すること。 ○

� �以外のもの ○

別表第２森林整備課の表中１８の部の次に次のように加える。

１９ 森林づくり
交付金実施要
綱（平成１７年
３月２３日付け
農林水産事務
次官通知）の
施行に関する
事務

１ 事業計画の作成及び変更（第３） ○

２ 実施及び報告 ○

別表第２漁政課の表６の部１の項を削り、同部２の項事項の欄中「要綱」を「愛媛県漁業経営維持安定資金融資要綱（昭和

５１年１０月２５日制定）」に改め、同項を同部１の項とし、同部３の項及び４の項を削り、同表７の部中１の項及び２の項を削り

、３の項を１の項とし、４の項及び５の項を削り、同表１２の部２の項�同欄中「第５５条」を「第１３条の５第１項、第５項、第
５５条」に改め、同項�同欄中「第５８条」を「第５８条第１項」に改め、同項�同欄中「第６４条」を「第６４条第１項」に改め、同
項�同欄中「停止命令 」の下に「第１９条第５項、」を加え、同項�同欄中「第６６条」を「第６６条第１項」に改め、同部３の
項�同欄中「第９条」を「第９条第１項、第３項」に改め、同項�同欄中「営業」を「事業」に改め、「合併」の下に「及び
分割」を加え、「第１０条」を「第１０条第１項、第２項」に改め、同項�同欄中「第１１条」を「第１１条第１項」に改め、同項�
同欄中「第１２条」を「第１２条第２項」に改め、同項�を削り、同項�同欄中「廃止等の届出の受理及び告示」を「開設及び卸
売業務の届出事項の変更の届出の受理」に改め、「から第２７条まで、第３５条」を削り、同項�を同項�とし、同項	を同項�
とし、同項
同欄中「第２３条」を「第２３条第１項」に改め、同項
を同項	とし、同項中�を
とし、�の次に次のように加
える。

� 事業報告書の処理（第２１条） ○

別表第２漁政課の表１２の部３の項中�の次に次のように加える。

� その他の卸売市場及び卸売業務の廃止の届出の
受理（第２６条）

○

� その他の卸売市場からの業務に関する報告等の
徴収（第２７条）

○


 地方卸売市場の開設許可等の公示（第３５条） ○

別表第２漁政課の表１３の部中３の項を削り、４の項を３の項とし、５の項から７の項までを１ずつ繰り上げ、同表中１３の部

の次に次のように加える。

１４ 離島漁業再
生支援交付金
実施要領（平
成１７年４月１
日付け１６水漁
第２３５６号農林
水産事務次官
依命通知）の
施行に関する
事務

１ 特認離島の認定（第４の２、離島漁業再生支援交
付金実施要領の運用（平成１７年４月１日付け水産庁
長官通知。

○

２ 市町村離島漁業集落活動促進計画の認定（第５の
３）

○

３ 交付金の交付実績の報告（第１０） ○

４ 実施状況の公表（第１１） ○

５ 交付金交付の評価（第１２の２） ○

１５ 離島漁業再
生支援推進交
付金実施要領
（平成１７年４
月１日付け１６
水漁第２３５５号
農林水産事務
次官依命通知
）の施行に関
する事務

１ 推進指導（第３の１） ○

２ 審査等に関すること。

� 市町村離島漁業集落活動促進計画の策定指導及
び審査（第３の１）

○

� 所要額調書の作成（第３の１） ○

３ 推進事業の実施に関すること。

� 離島漁業再生支援都道府県推進事業実施計画の
樹立及び変更（第４の１）

○
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� 実績報告（第６の２） ○

４ その他推進事業の実施に関すること（第３の１）
。

○

別表第２水産課の表１４の部中１の項を削り、２の項を１の項とする。

別表第２漁港課の表１の部４の項�事項の欄中「許可等」の下に「（土地と水面の占用であつて、占用期間が６月以下のも
の及び現に占有を許可しているものの継続に係るものを除く。）」を加え、同表２の部４の項同欄中「許可等」の下に「（現

に占有を許可しているものの継続に係るものを除く。）」を加え、同表３の部１の項�同欄中「許可」の下に「（漁港区域内
の現に占有を許可しているものの継続に係るものを除く。）」を加える。

別表第２土木管理課の表６の部４の項を次のように改める。

４ 採取計画の認可（第１６条） ○

別表第２用地課の表中２の部を削り、３の部を２の部とし、４の部を３の部とし、５の部を４の部とする。

別表第２河川課の表中３の部を削り、４の部を３の部とし、５の部を４の部とし、同表６の部２の項�事項の欄中「水防管
理者」を「水防管理者等」に、「第２３条」を「第３０条」に改め、同項�を同項�とし、同項�同欄中「（第１０条の４）」を「
及び通知（第１６条第１項、第３項）」に改め、同項�を同項�とし、同項�同欄中「第１０条の４」を「第１６条第１項、第４項
」に改め、同項�を同項�とし、同項�の前に次のように加える。

� 洪水予報の通知及び周知（第１０条第３項、第１１
条第１項）

○

� 洪水予報実施河川の指定及び協議（第１１条） ○

� 水位情報の通知及び周知を実施する河川の指定
（第１３条第２項）

○

� 特別警戒水位の設定（第１３条第２項） ○

� 水位情報の通知及び周知（第１３条第２項、第３
項）

○

	 浸水想定区域の指定、公表及び通知（第１４条第
１項、第３項、第４項）

○

別表第２河川課の表６の部３の項から５の項までを次のように改める。

３ 指定水防管理団体の水防計画の協議（第３２条第２
項）

○

４ 利益を受ける市町の水防費用負担のあつせん（第
４２条第３項、第４項）

○

５ 水防に関する報告又は報告の徴収（第４７条） ○

別表第２河川課の表６の部を５の部とし、同部の次に次のように加える。

６ ダムに関す
る事務

１ ダムの維持管理に関すること。 ○

２ 渇水調整に関すること。 ○

３ 直轄ダムに係る連絡調整に関すること。 ○

別表第２水資源対策課の表中６の部を削り、７の部を６の部とし、８の部を７の部とし、９の部を８の部とする。

別表第２道路建設課の表中２の部の次に次のように加える。

３ 本州四国連
絡道路に係る
連絡調整等に
関する事務

１ 本州四国連絡道路に係る連絡調整等に関すること
。

� 本州四国連絡橋尾道・今治ルート雇用問題等協
議会に関すること。

○

� 愛媛県尾道・今治ルート関係船員雇用対策協議
会に関すること。

○

� その他本州四国連絡道路に係る連絡調整 ○
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４ 独立行政法
人日本高速道
路保有・債務
返済機構法の
施行に関する
事務

１ 国土交通大臣への意見の具申（第２７条第２項） ○

５ 高速道路株
式会社法の施
行に関する事
務

１ 本州四国連絡高速道路株式会社の株式の処分に関
する協議（第３条第４項）

○

６ 高速道路の
建設促進及び
連絡調整に関
する事務

１ 高速道路の建設促進に関すること。

� 高速道路の建設促進 ○

� 環境影響評価準備書に関する意見聴取 ○

� 環境影響評価準備書に関する意見書提出 ○

２ 高速道路の周辺整備対策に関すること。 ○

３ 高速道路の建設促進に係る連絡調整に関すること
。

○

別表第２道路建設課の表に備考として次のように加える。

備考 この表６の部の適用については、同表決裁区分の欄中「課長」とあるのは、「高速道路推進監」とする。

別表第２高速道路課の表を削る。

別表第２都市計画課の表中９の部を削り、１０の部を９の部とし、１１の部から１５の部までを１ずつ繰り上げる。

別表第２都市整備課の表中３の部の次に次のように加える。

４ 下水道法の
施行に関する
事務

１ 流域別下水道整備総合計画に関すること。

� 策定及び変更（第２条の２第１項、第９項） ○

� 市町の意見聴取（第２条の２第６項） ○

� 関係県及び関係市町の意見聴取並びに国土交通
大臣との協議（第２条の２第７項）

○

２ 事業計画に関すること。

� 認可（第４条第１項） ○

� 変更の認可（第４条第１項）

ア 予定処理区域又は工事の着手若しくは完成の
予定年月日に係るもの

○

イ ア以外に係るもの ○

３ 監督処分に関すること。

� 指示（第３７条第１項） ○

� 報告の徴収（第３９条第１項） ○

５ 都市緑地法
の施行に関す
る事務

１ 市町の基本計画の同意、変更の同意等（第４条第
５項から第８項まで）

○

２ 緑地保全計画の策定（第６条第１項、第４項） ○

３ 原状回復等を行う旨の公告（第９条第２項、第１
５条）

○

４ 管理協定及び管理協定の変更の公告及び縦覧（第
２５条第１項、第２７条、第２８条）

○

５ 市民緑地契約を締結した旨の公告（第５５条第７項
）

○

６ 緑地管理機構に関すること。

� 指定及び指定の取消し（第６８条、第７２条） ○

� 改善命令（第７１条） ○
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�愛媛県訓令第５号

庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令を次のように

定める。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令

愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一

部を次のように改正する。

第２条第１項第１９号の３の次に次の１号を加える。

�の４ 生活交通の維持及び確保に関すること。

第２条第３項に次の１号を加える。

� 市町村交付金等に関すること。

第２条第３項中「第６号まで」の下に「及び第９号」を加

え、同条第５項中「及び第８号」を「から第９号まで」に改

める。

第４条第２項第４号中「農業協同組合」の下に「、農事組

合法人」を加え、同条第４項第２号中「薪炭その他林産物」

を「及び特用林産物」に改め、同項第１５号中「林産物動態調

査」を「林産物及び特用林産物の動態調査」に改める。

第１２条中第３０項を削り、第２９項を第３０項とし、第１７項から

第２８項までを１項ずつ繰り下げ、第１６項の次に次の１項を加

える。

１７ 地方局再編班長は、上司の命を受け、地方局の再編及び

市町への権限移譲の推進に関する事務を掌理する。

第１３条第１項第１号中「２２条職員」の下に「及び非常勤職

員」を加え、同条第２項に次のただし書を加える。

ただし、第２１号及び第２３号の６の事務については、松山

地方局長を除く。

第１３条第２項第４号の４中「第７条第１項」を「第８条第

１項」に、「第９条第４項、第１０条第３項」を「第１０条第４

項」に、「第２項（同法第１０条第３項において準用する場合

を含む。）」を「第３項」に改め、同項第４号の５中「第９

条第１項」を「第１０条第１項ただし書」に改め、同項第４号

の６中「第９条第３項」を「第１０条第３項」に改め、同項第

４号の８中「第１９条第５項」を「第１９条第６項」に改め、同

号を同項第４号の９とし、同項第４号の７の次に次の１号を

加える。

�の８ 旅券法第１７条第１項の規定に基づく一般旅券の紛

失又は焼失に係る届出の受理に関すること。

第１３条第２項第４号の９の次に次の２号を加える。

�の１０ 愛媛県生活交通確保対策地区協議会に関すること

。

�の１１ 生活交通の維持及び確保に関する補助金に関する

こと。

第１３条第２項第５号中ウを削り、エをウとし、同項第１８号

中「第９条の２」を「第７条」に改め、同項第１９号中「第９

条の４第１項」を「第９条第１項」に改め、同項第１９号の２

中「第９条の４第２項」を「第９条第２項」に改め、同条第

３項第１号及び第２号を次のように改める。

� 愛媛県保健所運営協議会条例第４条第１項の規定に基

づく保健所運営協議会委員の委嘱又は任命に関すること

。

� 削除

第１３条第３項第７号中「臨床検査技師、衛生検査技師等に

関する法律」を「臨床検査技師等に関する法律」に改め、同

項第２０号の次に次の６号を加える。

�の２ 障害者自立支援法第１１条第１項及び第２項の規定

に基づく自立支援給付サービス等（育成医療及び精神通

院医療に係るものを除く。）の関係者に対する報告の徴

収に関すること。

�の３ 障害者自立支援法第２９条第１項の規定に基づく指

定障害福祉サービス事業者の指定の申請の受理に関する

こと。

�の４ 障害者自立支援法第３７条第１項の規定に基づく指

定障害福祉サービス事業者の指定の変更の申請の受理に

関すること。

�の５ 障害者自立支援法第４１条第１項の規定に基づく指

定障害福祉サービス事業者の指定の更新の申請の受理に

関すること。

�の６ 障害者自立支援法第４６条第１項の規定に基づく指

定障害福祉サービス事業者の指定に係る事項の変更又は

事業の廃止、休止若しくは再開の届出の受理に関するこ

と。

�の７ 障害者自立支援法第４８条第１項の規定に基づく指

定障害福祉サービス事業者に対する報告の徴収及び立入

検査に関すること。

第１３条第３項第２１号中「第１８条第３項」の下に「及び第４

項」を加え、同項第２７号から第２９号までを次のように改める

。

�から�まで 削除

第１３条第３項第３４号から第３６号までを次のように改める。

	から
まで 削除

第１３条第３項第４８号中「第４１条第１項」を「第４１条第１項

本文」に改め、同項第５１号の次に次の３号を加える。

�の２ 介護保険法第５３条第１項本文の規定に基づく指定

介護予防サービス事業者の指定の申請の受理に関するこ

と。

�の３ 介護保険法第６９条の３８第１項の規定に基づく介護

支援専門員に対する報告の徴収に関すること。

�の４ 介護保険法第７０条の２第１項の規定に基づく指定

居宅サービス事業者の指定の更新に関すること。

第１３条第３項第５３号中「居宅サービス事業者等」を「指定

別表第２建築住宅課の表１２の部６の項事項の欄中「第４８条」を「第４９条」に改める。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。ただし、別表第１ ６の部中１６の項を１７の項とし、１０の項から１５の項までを１ずつ繰

り下げ、９の項の次に次のように加える改正規定及び別表第２人事課の表１の部１の項�を削る改正規定は、平成１８年４月２
日から施行する。
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居宅サービス事業者」に、「命令等」を「徴収及び立入検査

」に改め、同号の次に次の２号を加える。

�の２ 介護保険法第７８条の２第２項の規定に基づく指定

地域密着型サービス事業者に係る市町からの届出の受理

に関すること。

�の３ 介護保険法第７９条の２第１項の規定に基づく指定

居宅介護支援事業者の指定の更新に関すること。

第１３条第３項第５５号及び第５６号中「命令等」を「徴収及び

立入検査」に改め、同項第５７号の次に次の４号を加える。

�の２ 介護保険法第１１５条の５の規定に基づく指定介護

予防サービス事業者の指定に係る事項の変更又は事業の

廃止、休止若しくは再開の届出の受理に関すること。

�の３ 介護保険法第１１５条の６第１項の規定に基づく指

定介護予防サービス事業者に対する報告の徴収及び立入

検査に関すること。

�の４ 介護保険法第１１５条の１０の規定において準用する

同法第７０条の２第１項の規定に基づく指定介護予防サー

ビス事業者の指定の更新に関すること。

�の５ 介護保険法第１１５条の１８の規定に基づく指定地域

密着型介護予防サービス事業者に係る市町からの届出の

受理に関すること。

第１３条第３項第５９号中「訪問介護員養成研修事業者」を「

介護員養成研修事業者及び介護員養成研修」に改め、「関す

ること」の下に「（介護保険法施行規則第２２条の２３第１項の

規定に基づく介護職員基礎研修課程に係るものを除く。次号

から第６１号までにおいて同じ。）」を加え、同号の次に次の

１号を加える。

�の２ 介護保険法施行令第３条第２項第２号イの規定に

基づく養成研修修了者の名簿の届出の受理に関すること

。

第１３条第３項第６０号及び第６１号中「訪問介護員養成研修事

業者」を「介護員養成研修事業者」に改め、同項に次の１号

を加える。

� 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に

関する法律第１９条の規定に基づく市町相互間の連絡調整

、市町に対する情報の提供その他必要な援助に関するこ

と。

第１３条第４項第１号の１６及び第１号の１７を次のように改め

る。

�の１６ 産業活力再生特別措置法第２２条第１項及び第２３条

第１項の規定に基づく経営資源活用新事業計画の認定及

び変更認定に関すること。

�の１７ 産業活力再生特別措置法第２３条第２項の規定に基

づく経営資源活用新事業計画の認定の取消しに関するこ

と。

第１３条第４項第１号の１７の次に次の４号を加える。

�の１８ 産業活力再生特別措置法第３５条第３項の規定に基

づく認定経営資源活用新事業計画の実施状況の報告の徴

収に関すること。

�の１９ エネルギー等の使用の合理化及び資源の有効な利

用に関する事業活動の促進に関する臨時措置法第４条第

１項、第５条第１項（同法第２０条第２項において準用す

る場合を含む。）、第２０条第１項の規定に基づく事業計

画の承認及び変更承認に関すること。

�の２０ エネルギー等の使用の合理化及び資源の有効な利

用に関する事業活動の促進に関する臨時措置法第５条第

２項（同法第２０条第２項において準用する場合を含む。

）の規定に基づく事業計画の承認の取消しに関すること

。

�の２１ エネルギー等の使用の合理化及び資源の有効な利

用に関する事業活動の促進に関する臨時措置法第２８条の

規定に基づく承認事業計画又は中小企業承認事業計画の

実施状況の報告の徴収に関すること。

第１３条第４項第１８号を次のように改める。

� 森林法第１０条の５第７項（同法第１０条の６第４項にお

いて準用する場合を含む。）の規定に基づく市町村森林

整備計画の樹立及び変更に係る協議に関すること。

第１３条第４項第１８号の次に次の５号を加える。

�の２ 森林法第１０条の６第１項の規定に基づく市町村森

林整備計画を変更すべき旨の通知に関すること。

�の３ 森林法第１０条の１１の規定に基づく所有権の移転等

の調停に関すること。

�の４ 森林法第１０条の１１の３第１項の規定に基づく裁定

の申請に係る公告及び通知に関すること。

�の５ 森林法第１０条の１１の４第１項及び第１０条の１１の５

第１項の規定に基づく分収育林契約を締結すべき旨の裁

定に関すること。

�の６ 森林法第１０条の１１の７の規定に基づく分収育林契

約の解除の承認に関すること。

第１３条第４項第２５号の２の次に次の１号を加える。

�の３ 森林法第１９１条の規定に基づく公有林経営の助言

、指導等に関すること。

第１３条第４項第３０号中「第７９条及び第１００条」を「第６１条

第２項（同法第１００条において準用する場合を含む。）」に

改め、同項第３９号の次に次の３号を加える。

�の２ 林業種苗法第１３条の規定に基づく生産事業者の届

出等の処理に関すること。

�の３ 林業種苗法第１７条の規定に基づく配布事業者の届

出の受理に関すること。

�の４ 林業種苗法第１９条の規定に基づく表示義務等の違

反に係る是正命令に関すること。

第１３条第４項第４０号の次に次の１号を加える。

	の２ 林業種苗法第２９条の規定に基づく生産事業者及び

配布事業者に対する監督処分に関すること。

第１３条第４項第４３号を次のように改める。


 農林漁業金融公庫法に基づく貸付対象事業の認定に関

すること。

第１３条第４項第４４号中「しゆん工状況の確認」を「しゆん

工の認定」に改め、同項第４６号の次に次の４号を加える。

�の２ 愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則第５条、

第６条、第１０条及び第１４条に基づく貸付資格の認定及び

認定の取消し並びに貸付けの決定に関すること。

�の３ 愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則第９条に

基づく借受者に対する事業完了報告の徴収及び指示に関

すること。

�の４ 愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則第１２条に
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基づく支払猶予の決定に関すること。

�の５ 林業経営基盤強化等の促進のための資金の融資な

どに関する暫定措置法第１０条に基づく森林所有権の移転

等のあつせんに関すること。

第１３条第４項第４９号中「次の事項の」を削り、同号中アか

らエまでを削り、同号の次に次の１号を加える。

�の２ 海岸法第７条第１項の規定に基づく許可に関する

こと（漁港区域内の現に占用を許可しているものの継続

に係るものに限る。）。

第１３条第４項第５０号中「次の事項の」を削り、同号中アか

らエまでを削り、同項第５２号中ウをエとし、イの次に次のよ

うに加える。

ウ 海岸法第１２条の２の規定に基づく権限を行うこと。

第１３条第４項第５２号の２中「（１件の工事面積が３００平方

メートル以下のものに限る。）」を削り、同項第５２号の３中

「第３条第１項第１号及び第２号並びに」を「第３条第１項

及び」に、「及び土石の採取」を「、土石の採取及び土石の

投入等」に改め、同項第５２号の４及び第５２号の５中「及び土

石の採取」を「、土石の採取及び土石の投入等」に改め、同

項第５２号の７の次に次の３号を加える。

�の８ 地すべり等防止法第１１条第１項の規定に基づく地

すべり防止工事に関する設計及び実施計画の承認に関す

ること（農林水産省農村振興局所管に係るものに限る。

）。

�の９ 地すべり等防止法第１１条第２項の規定に基づく国

又は地方公共団体からの協議に関すること（農林水産省

農村振興局所管に係るものに限る。）。

�の１０ 地すべり等防止法第１４条の規定に基づく工事原因

者の工事施行に関すること（農林水産省農村振興局所管

に係るものに限る。）。

第１３条第４項第５３号の次に次の１号を加える。

�の２ 地すべり等防止法第２１条の規定に基づく監督処分

及び損失補償に関すること（農林水産省農村振興局所管

に係るものに限る。）。

第１３条第４項第５５号の２の次に次の２号を加える。

�の３ 土地改良法第８７条の３第６項において準用する同

法第５条第６項の規定に基づく国有地等の編入承認申請

に関すること。

�の４ 土地改良法第１１３条の３の規定に基づく管轄登記

所への届出に関すること。

第１３条第４項第５９号の５の次に次の６号を加える。

�の６ 知事の承認を得た災害関連農村生活環境施設復旧

事業補助金の交付に関すること。

�の７ 災害関連農村生活環境施設復旧事業の工事の着手

又は完了の届出の受理に関すること。

�の８ 災害関連農村生活環境施設復旧事業に係る事業遂

行状況報告書の受理に関すること。

�の９ 災害関連農村生活環境施設復旧事業に係る実績報

告書の受理に関すること。

�の１０ 災害関連農村生活環境施設復旧事業の事業計画の

軽微な変更及び指令前着工の承認に関すること。

�の１１ 知事の承認を得た農地農業用施設災害復旧事業査

定設計委託費補助金の交付に関すること。

第１３条第４項第６２号中「水面」の下に「及び土地」を加え

、同号の次に次の１号を加える。

�の２ 愛媛県漁港管理条例第９条第１項の規定に基づく

許可に関すること（現に占用を許可しているものの継続

に係るものに限る。）。

第１３条第４項第６５号を次のように改める。

� 削除

第１３条第５項第３号を次のように改める。

	 削除

第１３条第５項第２７号を次のように改める。


 削除

第１３条第５項第２９号を次のように改める。

� 削除

第１３条第５項第３０号中「第３６条第１項」を「第４９条第１項

」に改め、同項第３４号中「第１８条第１項」の下に「及び第２０

条第２項」を加え、同項第６７号中「第１７条第４項」を「第１７

条第５項」に改め、同項第６８号中「第１７条第５項」を「第１７

条第６項」に改め、同項第６８号の２中「第１７条第６項」を「

第１７条第７項」に改め、同項第７３号の２中「第３１条の２第２

項第１３号ハ、第６２条の３第４項第１３号ハ」を「第３１条の２第

２項第１４号ハ、第６２条の３第４項第１４号ハ」に改める。

第１４条第２項第２号中「起債許可（起債配分済みのものに

限る。）」を「起債協議又は起債許可」に改め、同項第３４号

を次のように改める。

� 県税証紙の売りさばき人の指定に関すること。

第１４条第２項に次の２号を加える。


 個人の県民税に係る徴収取扱費の交付に関すること。

� 軽油引取税の特別徴収義務者に対する交付金の交付に

関すること。

第１４条第５項中第１号及び第１号の２を削り、第１号の３

を第１号とし、第７号の次に次の９号を加える。

�の２ 農業協同組合法第７２条の１３第２項の規定に基づく

農事組合法人の定款変更の届出の受理に関すること。

�の３ 農業協同組合法第７２条の１６第４項の規定に基づく

農事組合法人の設立の届出の受理に関すること。

�の４ 農業協同組合法第７２条の１７第２項の規定に基づく

農事組合法人の解散の届出の受理に関すること。

�の５ 農業協同組合法第７２条の１８第３項の規定に基づく

農事組合法人の合併の届出の受理に関すること。

�の６ 農業協同組合法第７３条の１２の規定に基づく農事組

合法人の組織変更の届出の受理に関すること。

�の７ 農業協同組合法第９３条第１項の規定に基づく農事

組合法人に係る報告の徴収及び資料の提出命令に関する

こと。

�の８ 農業協同組合法第９４条第２項の規定に基づく農事

組合法人に係る業務又は会計の状況の検査に関すること

。

�の９ 農業協同組合法第９５条第１項及び第２項の規定に

基づく農事組合法人に係る違法行為に対する処置に関す

ること。

�の１０ 農業協同組合法第９５条の２の規定に基づく農事組

合法人に係る解散命令に関すること。

第１４条第５項第１４号を次のように改める。
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� 削除

第１４条第５項第１４号の２及び第１４号の３を削り、同項第２０

号の２中「流域総合間伐対策事業」を「造林事業」に改め、

同項中第２７号の３を第２７号の４とし、第２７号の２を第２７号の

３とし、第２７号の次に次の１号を加える。

�の２ 土地改良法第８９条の２第１０項において準用する同

法第５５条の規定に基づく換地処分による登記に関するこ

と。

第１４条第５項第３０号の次に次の１号を加える。

�の２ 漁船法第１９条の規定に基づく登録の取消しに関す

ること。

第１４条第５項に次の７号を加える。

� 漁業経営維持安定資金の融資機関との利子補給契約に

関すること。

� 漁業経営維持安定資金の漁業経営再建計画の認定に関

すること。

� 漁業経営維持安定資金の利子補給の承認に関すること

。

� 沿岸漁業改善資金の期限前償還請求に関すること。

� 沿岸漁業改善資金の支払猶予に関すること。

	 沿岸漁業改善資金の貸付けの決定に関すること。


 沿岸漁業改善資金の借受者に対する事業実施報告の徴

収及び検査に関すること。

第１６条第１項第１４号中「第３１条の２第２項第１３号ハ、第６２

条の３第４項第１３号ハ」を「第３１条の２第２項第１４号ハ、第

６２条の３第４項第１４号ハ」に改める。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。ただし、第１３条第１

項第１号の改正規定及び同条第３項第１号及び第２号の改正

規定は、平成１８年４月２日から施行する。

�愛媛県訓令第６号
各 地 方 機 関

愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

別表第１ ３の部１の項事項の欄中「第４項」を「第５項」に改め、同表４の部３の項中�の次に次のように加える。

� 管内の非常勤職員の任免に関すること。

ア 法令に基づくもの ○

イ ア以外のもの ○

別表第１備考２中「及び」の下に「�並びに」を加える。
別表第２総務調整課の表５の部３の項事項の欄中「含む。）の」の下に「起債協議又は」を加え、「（起債配分済みのもの

に限る。）」を削り、「こと」の下に「（地方財政法第５条の３第１項、第３項、第５条の４第１項）」を加え、同表９の部

２の項同欄中「第７条第１項、第２項、第９条第４項、第１０条第３項」を「第８条第１項、第３項、第１０条第４項」に、「第

６条第３項」を「第７条第３項」に改め、同部３の項同欄中「第９条第１項」を「第１０条第１項ただし書」に、「第５項」を

「第５項）」に改め、同部４の項同欄中「第９条第３項」を「第１０条第３項」に改め、同部６の項同欄中「第１９条第５項」を

「第１９条第６項」に改め、同部中同項を７の項とし、５の項の次に次のように加える。

６ 一般旅券の紛失又は焼失に係る届出の受理（第１７
条第１項から第３項まで、省令第７条第３項、第５
項、第１４条第３項）

○

別表第２総務調整課の表中２２の部を２３の部とし、１６の部から２１の部までを１ずつ繰り下げ、１５の部の次に次のように加える

。

１６ 生活交通の
維持及び確保
に関する事務

１ 愛媛県生活交通確保対策地区協議会に関すること
。

○

別表第２県民生活課の表３の部２の項事項の欄中「くらしの窓口事業」を「消費生活相談窓口事業」に改め、同部４の項を

削り、同表６の部１の項同欄中「第９条の２」を「第７条」に改め、同部２の項同欄中「第９条の４第１項」を「第９条第１

項」に改め、同部３の項同欄中「第９条の４第２項」を「第９条第２項」に改める。

別表第２税務課の表５の部中６の項を８の項とし、５の項を６の項とし、同項の次に次のように加える。

７ 県税証紙の売りさばき人の指定等に関すること。 ○

別表第２税務課の表５の部第４項の次に次のように加える。
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５ 軽油引取税の特約業者の指定及び指定の取消しに
関すること。

○

別表第２税務課の表中６の部の次に次のように加える。

７ 市町村交付
金等に関する
事務

１ 個人の県民税に係る徴収取扱費の交付（地方税法
第４７条第１項）

○

２ 軽油引取税の特別徴収義務者に対する交付金の交
付（軽油引取税の特別徴収義務者に対する交付金交
付要綱（昭和４８年１０月１９日付け総務部長通知））

○

別表第２企画課の表６の部事務の種類の欄中「臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律」を「臨床検査技師等に関する

法律」に改め、同表中１６の部の次に次のように加える。

１７ 高齢者虐待
の防止、高齢
者の養護者に
対する支援等
に関する法律
の施行に関す
る事務

１ 市町相互間の連絡調整、市町に対する情報の提供
その他必要な援助（第１９条）

○

別表第２地域福祉課の表２３の部１の項�事項の欄中「第４１条第１項」を「第４１条第１項本文」に改め、同項�同欄中「命令
等」を「徴収及び立入検査」に改め、同項中�を�とし、�を�とし、�の次に次のように加える。

� 指定の更新（第７０条の２第１項） ○

別表第２地域福祉課の表２３の部２の項�事項の欄中「命令等」を「徴収及び立入検査」に改め、同項中�を�とし、�を�
とし、�の次に次のように加える。

� 指定の更新（第７９条の２第１項） ○

別表第２地域福祉課の表２３の部３の項�事項の欄中「命令等」を「徴収及び立入検査」に改め、同部６の項同欄中「訪問介
護員養成研修事業者に関すること」を「介護員養成研修事業者に関すること（介護職員基礎研修課程に係るものを除く。）」

に改め、同項�同欄中「事業に関する必要な」を削り、「第３条第２項第２号」を「第３条第２項第２号ハ」に改め、同項�
を同項�とし、同項�同欄中「第３条第２項第２号」を「第３条第２項第２号ロ」に改め、同項�を同項�とし、同項�の次
に次のように加える。

� 養成研修修了者の名簿の届出の受理（政令第３
条第２項第２号イ）

○

別表第２地域福祉課の表２３の部中６の項を１０の項とし、５の項を９の項とし、第４項の次に次のように加える。

５ 指定介護予防サービス事業者に関すること。

� 指定の申請の受理（第５３条第１項本文） ○

� 指定の更新（第７０条の２第１項、第１１５条の１０
）

○

� 指定に係る事項の変更又は事業の廃止、休止若
しくは再開の届出の受理（第１１５条の５）

○

� 報告の徴収及び立入検査（第１１５条の６第１項
）

○

６ 介護支援専門員に対する報告の徴収（第６９条の３８
第１項）

○

７ 指定地域密着型サービス事業者に係る市町からの
届出の受理（第７８条の２第２項）

○

８ 指定地域密着型介護予防サービス事業者に係る市
町からの届出の受理（第１１５条の１８）

○

別表第２地域福祉課の表中２３の部を２４の部とし、９の部から２２の部までを１ずつ繰り下げ、８の部１の項事項の欄中「市町

村」を「市町」に、「第６条の３第１項第１号」を「第６条の２第１項第１号」に改め、同部２の項同欄中「及び老人短期入
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所施設」を「、老人短期入所施設及び老人介護支援センター」に改め、同部４の項同欄中「調査（第２９条第３項」を「立入検

査（第２９条第６項」に改め、同部中同項を５の項とし、３の項の次に次のように加える。

４ 認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者に対
する改善命令（第１８条の２第１項）

○

別表第２地域福祉課の表中８の部を９の部とし、７の部を８の部とし、同表６の部中２の項を削り、３の項を２の項とし、

４の項を３の項とし、同部を同表７の部とし、同表５の部中２の項を削り、３の項を２の項とし、４の項を３の項とし、同部

を同表６の部とし、同表４の部を同表５の部とし、同表３の部中４の項を削り、５の項を４の項とし、６の項を５の項とし、

７の項を６の項とし、同部を同表４の部とし、同表２の部の次に次のように加える。

３ 障害者自立
支援法の施行
に関する事務

１ 自立支援給付対象サービス等（育成医療及び精神
通院医療に係るものを除く。）の関係者に対する報
告の徴収（第１１条第１項、第２項）

○

２ 指定障害福祉サービス事業者に関すること。

� 指定の申請の受理（第２９条第１項） ○

� 指定の変更の申請の受理（第３７条第１項） ○

� 指定の更新の申請の受理（第４１条第１項） ○

� 指定に係る事項の変更又は事業の廃止、休止若
しくは再開の届出の受理（第４６条第１項）

○

� 報告の徴収及び立入検査（第４８条第１項） ○

別表第２商工労政課の表中３の部を削り、４の部を３の部とし、５の部を４の部とし、同表６の部１の項事項の欄中「日本

労働研究機構」を「独立行政法人労働政策研究・研修機構」に改め、同部を同表５の部とし、同表中７の部から１４の部までを

１ずつ繰り上げ、１３の部の次に次のように加える。

１４ 産業活力再
生特別措置法
の施行に関す
る事務

１ 経営資源活用新事業計画の認定及び変更認定（第
２２条第１項、第２３条第１項）

○

２ 経営資源活用新事業計画の認定の取消し（第２３条
第２項）

○

３ 認定経営資源活用新事業計画の実施状況の報告の
徴収（第３５条第３項）

○

別表第２商工労政課の表中１４の部の次に次のように加える。

１５ エネルギー
等の使用の合
理化及び資源
の有効な利用
に関する事業
活動の促進に
関する臨時措
置法の施行に
関する事務

１ 事業計画の承認及び変更承認（第４条第１項、第
５条第１項、第２０条第１項、第２項、第２９条第２項
、エネルギー等の使用の合理化及び資源の有効な利
用に関する事業活動の促進に関する臨時措置法施行
令（以下この部において「政令」という。）第１６条
第２項）

○

２ 事業計画の承認の取消し（第５条第２項、第２０条
第２項、第２９条第２項、政令第１６条第２項）

○

３ 承認事業計画又は中小企業承認事業計画の実施状
況の報告の徴収（第２８条、第２９条第２項、政令第１６
条第２項）

○

別表第２農政普及課の表４の部事務の種類の欄中「農業協同組合」の下に「、農事組合法人」を加え、同部中１の項の次に

次のように加える。

２ 農事組合法人に関すること。

� 設立、定款の変更、解散、合併及び組織変更の
届出の受理（農業協同組合法第７２条の１３第２項、
第７２条の１６第４項、第７２条の１７第２項、第７２条の
１８第３項、第７３条の１２）

○

� 報告の徴収、資料の提出命令、業務会計検査、
違法行為の処置及び解散命令（農業協同組合法第
９３条第１項、第９４条第２項、第９５条第１項、第２
項、第９５条の２）

○
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別表第２農村整備課の表４の部中１の項から１０の項までを削り、１１の項を１の項とし、１２の項を２の項とし、同部を同表８

の部とし、同表３の部の次に次のように加える。

４ 土地改良法
の施行に関す
る事務

１ 国有地等の編入承認申請（第５条第６項、第８７条
の３第６項）

○

２ 換地処分による登記（第５５条、第８９条の２第１０項
）

○

３ 管轄登記所への届出（第１１３条の３） ○

４ 土地改良事業に関連する土地改良区等に対する報
告の徴収及び検査（国及び県営土地改良事業に関連
する土地改良区に係るものを除く。）（第１３２条第
１項、第１３３条）

○

５ 違反行為に対する措置（国及び県営土地改良事業
に関連する土地改良区に係るものを除く。）（第 １
３４条）

○

６ 届出の受理（愛媛県土地改良法施行細則第２条第
２項、第３条）

○

５ 海岸法の施
行に関する事
務（農林水産
省農村振興局
所管に係るも
のに限る。）

１ 占用の許可及び協議（第７条第１項、第１０条第２
項）

○

２ 行為の許可及び協議（第８条第１項、第１０条第２
項）

○

３ 愛媛県海岸法施行細則（以下「海岸細則」という
。）第２条に規定する行為について海岸法第８条第
１項の規定に基づく許可に関すること。

○

４ １から３までの規定による権限を行い、又は行つ
たものについて、次に掲げることを行うこと。

� 海岸細則第５条、第６条、第８条及び第９条の
規定による権限を行うこと。

○

� 海岸法第１２条の規定による権限を行うこと。 ○

� 海岸法第１２条の２の規定による権限を行うこと
。

○

� 愛媛県海岸占用料等徴収条例第１条、第３条及
び第４条の規定に基づく権限を行うこと。

○

５ 工事の承認（第１３条第１項） ○

６ 愛媛県の海
を管理する条
例の施行に関
する事務（農
林水産省農村
振興局所管に
係るものに限
る。）

１ 海域の占用、土石の採取及び土石の投入等の許可
及び協議（第３条第１項、第１１条第１項）

○

２ 海域の占用、土石の採取及び土石の投入等の許可
又は協議に関する市町長の意見の聴取（第５条、第
１１条第２項、愛媛県の海を管理する条例施行規則第
５条）

○

３ 海域の占用、土石の採取及び土石の投入等の許可
の取消し等（第８条）

○

４ 原状回復義務の免除承認（第９条ただし書） ○

５ 海域の占用に関する届出の受理（附則第４項） ○

７ 地すべり等
防止法の施行
に関する事務
（農林水産省
農村振興局所
管に係るもの
に限る。）

１ 主務大臣又は知事以外の者が施行する地すべり防
止工事に関する設計及び実施計画の承認（第１１条第
１項）

○

２ 国又は地方公共団体からの協議の処理（第１１条第
２項）

○

３ 工事原因者の工事施行（第１４条） ○

４ 行為の制限の許可（第１８条第１項） ○

５ 許可の取消し等の監督処分（第２１条） ○
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別表第２企画検査室の表３の部中３の項を４の項とし、２の項の次に次のように加える。

３ 災害関連農村生活環境施設復旧事業に関すること
。

� 工事の着手又は完了の届出の受理（災害関連農
村生活環境施設復旧事業補助金交付要綱（平成１２
年３月８日制定。以下この項において「要綱」と
いう。）第６条）

○

� 事業遂行状況報告書の受理（要綱第８条） ○

� 実績報告書の受理（要綱第９条） ○

� 事業計画の軽微な変更及び指令前着工の承認 ○

別表第２森林林業課の表中１の部を削り、２の部を１の部とし、同表３の部中１４の項を２１の項とし、１３の項を１９の項とし、

同項の次に次のように加える。

２０ 公有林経営の助言、指導等（第１９１条） ○

別表第２森林林業課の表３の部中１２の項を１８の項とし、３の項から１１の項までを６ずつ繰り下げ、２の項の次に次のように

加える。

３ 市町村森林整備計画の樹立及び変更に係る協議（
第１０条の５第７項、第１０条の６第４項）

○

４ 市町村森林整備計画を変更すべき旨の通知（第１０
条の６第１項）

○

５ 所有権の移転等の調停（第１０条の１１） ○

６ 裁定の申請に係る公告及び通知（第１０条の１１の３
第１項）

○

７ 分収育林契約を締結すべき旨の裁定（第１０条の１１
の４第１項、第１０条の１１の５第１項）

○

８ 分収育林契約の解除の承認（第１０条の１１の７） ○

別表第２森林林業課の表３の部を同表２の部とし、同表４の部４の項事項の欄中「第７９条」を「第６１条第２項」に改め、同

部を同表３の部とし、同表中５の部を４の部とし、次に次のように加える。

５ 造林事業に
関する事務

１ 造林事業に関すること。

� 工事の検査 ○

� 設計図書の審査 ○

別表第２森林林業課の表１１の部１の項を次のように改める。

１ 林業経営基盤強化等の促進のための資金の融資等
に関する暫定措置法第１０条に基づく森林所有権の移
転等のあつせんに関すること。

○

別表第２森林林業課の表１１の部中２の項から５の項までを削り、６の項を２の項とし、同部を同表１５の部とし、同表１０の部

の次に次のように加える。

１１ 林業種苗法
の施行に関す
る事務

１ 育種母樹等の伐採の届出の受理（第７条第３項） ○

２ 生産事業者の届出等の処理（第１３条） ○

３ 配布事業者の届出の受理（第１７条） ○

４ 監督及び行政処分に関すること。

� 表示義務等の違反に対する是正命令（第１９条） ○

� 生産事業者及び配布事業者に係る監督処分（第
２９条）

○

５ 証明（第２０条第１項） ○

６ 立入検査（第２８条第１項） ○
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１２ 農林漁業共
同化資金に関
する事務（他
の課の主管に
属するものを
除く。）

１ 融資適格の承認 ○

２ 林業後継者の認定 ○

１３ 農林漁業金
融公庫資金に
関する事務（
他の課の主管
に属するもの
を除く。）

１ 貸付対象事業の認定（農林漁業金融公庫業務方法
書（次項において「業務方法書」という。）第４）

○

２ 工事のしゆん工の認定（業務方法書第４） ○

１４ 林業・木材
産業改善資金
助成法の施行
に関する事務

１ 貸付資格の認定及び認定の取消し並びに貸付の決
定（愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則（以下
この部において「規則」という。）第５条、第６条
、第１０条、第１４条）

○

２ 借受者に対する事業完了報告の徴収及び指示（規
則第９条）

○

３ 支払猶予（規則第１２条） ○

別表第２水産課の表７の部４の項及び５の項を次のように改める。

４ 漁業経営維持安定資金に関すること。

� 融資機関との利子補給契約（愛媛県漁業経営維
持安定資金融資要綱（昭和５１年１０月２５日制定。以
下この項において「要綱」という。）第９）

○

� 漁業経営再建計画の認定（要綱第６） ○

� 漁業経営維持安定資金利子補給の承認（要綱第
６）

○

５ 沿岸漁業改善資金に関すること。

� 期限前償還請求（沿岸漁業改善資金助成法（以
下この項において「法」という。）第９条）

○

� 支払猶予（法第１０条） ○

� 貸付けの決定（愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規
則（以下この項において「規則」という。）第８
条）

○

� 借受者に対する事業実施報告の徴収及び検査（
規則第１１条）

○

� 沿岸漁業改善資金運営協議会委員の委嘱又は任
命に関すること（愛媛県沿岸漁業改善資金運営協
議会運営要領（昭和５５年２月２２日制定）第５）。

○

� 沿岸漁業改善資金運営協議会に関すること。 ○

� 沿岸漁業改善資金融資対象事業の検査及び指導
に関すること。

○

別表第２水産課の表７の部６の項を削り、同表８の部中９の項を１０の項とし、８の項を９の項とし、７の項を８の項とし、

６の項の次に次のように加える。

７ 登録の取消し（法第１９条） ○

別表第２水産課の表１２の部３の項事項の欄中「水面」の下に「及び土地」を加え、同項決裁区分の欄を次のように改める。

○

○
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�愛媛県訓令第７号

庁 中 一 般

各 地 方 機 関

組織改正に伴う関係訓令の整理に関する訓令を次のように

定める。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

組織改正に伴う関係訓令の整理に関する訓令

（愛媛県保健所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号

）の一部を次のように改正する。

第２条第１項の表企画課の項第１４号中「臨床検査技師、

衛生検査技師等に関する法律」を「臨床検査技師等に関す

る法律」に改め、同表生活衛生課の項中第１５号を第１６号と

し、第７号から第１４号までを１号ずつ繰り下げ、第６号の

次に次の１号を加える。

� 動物由来感染症の予防に関すること。

第２条第２項の表企画課の項第１３号中「臨床検査技師、

衛生検査技師等に関する法律」を「臨床検査技師等に関す

る法律」に改め、同表衛生環境課の項中第２１号を第２２号と

し、第７号から第２０号までを１号ずつ繰り下げ、第６号の

次に次の１号を加える。

� 動物由来感染症の予防に関すること。

第３条中第１３項を削り、第１４項を第１３項とする。

別表企画課の表１２の部事務の種類の欄中「臨床検査技師

、衛生検査技師等に関する法律」を「臨床検査技師等に関

する法律」に改める。

別表健康増進課の表中５の部を６の部とし、２の部から

４の部までを１ずつ繰り下げ、同表１の部中３の項を１３の

項とし、２の項を１２の項とし、同部１の項事項の欄中「入

院措置」を「緊急入院措置」に改め、同項を同部１０の項と

し、同項の前に次のように加える。

１ 診療及び保護の申請
の受理（第２３条第１項
）

○

２ 警察官からの通報の
受理（第２４条）

○

３ 検察官からの通報の
受理（第２５条）

○

４ 保護観察所の長から
の通報の受理（第２５条
の２）

○

別表第２水産課の表１２の部中３の項を４の項とし、２の項の次に次のように加える。

３ 海岸法第７条第１項の規定に基づく許可に関する
こと（漁港区域内の現に占用を許可しているものの
継続に係るものに限る。）。

○

別表第２水産課の表１２の部中４の項の次に次のように加える。

５ 愛媛県漁港管理条例第９条第１項の規定に基づく
許可に関すること（現に占用を許可しているものの
継続に係るものに限る。）。

○

別表第２水産課の表１３の部中３の項を削り、４の項を３の項とする。

別表第２管理課の表中５の部を削り、６の部を５の部とし、７の部から１１の部までを１ずつ繰り上げ、１２の部を削り、１３の

部を１１の部とし、１４の部を削り、同表１５の部１の項事項の欄中「第３６条第１項」を「第４９条第１項」に改め、同部を同表１２の

部とし、同表中１６の部を１３の部とし、１７の部を１４の部とし、同表１８の部１の項同欄中「許可」の下に「及び協議」を、「第１８

条第１項」の下に「、第２０条第２項」を加え、同部を同表１５の部とし、同表中１９の部を１６の部とし、２０の部から３１の部までを

３ずつ繰り上げる。

別表第２建築指導課の表１の部９の項事項の欄中「第１７条第４項」を「第１７条第５項」に改め、同部１０の項同欄中「第１７条

第５項」を「第１７条第６項」に改め、同部１１の項同欄中「第１７条第６項」を「第１７条第７項」に改め、同表１３の部１の項同欄

中「第３１条の２第２項第１３号ハ、第６２条の３第４項第１３号ハ」を「第３１条の２第２項第１４号ハ、第６２条の３第４項第１４号ハ」

に改め、同表備考１中「まで」の下に「及び７の部１の項」を加え、「及び６の部」を「、６の部及び７の部２の項」に改め

る。

別表第４用地管理課の表中８の部を削り、９の部を８の部とし、１０の部から１６の部までを１ずつ繰り上げ、１７の部を削り、

１８の部を１６の部とし、１９の部を削り、同表２０の部１の項事項の欄中「第３６条第１項」を「第４９条第１項」に改め、同部を同表

１７の部とし、同表中２１の部を１８の部とし、２２の部を１９の部とし、同表２３の部１の項同欄中「許可」の下に「及び協議」を、「

第１８条第１項」の下に「、第２０条第２項」を加え、同部を同表２０の部とし、同表２４の部から３３の部までを３ずつ繰り上げ、同

表３４の部１の項同欄中「第３１条の２第２項第１３号ハ、第６２条の３第４項第１３号ハ」を「第３１条の２第２項第１４号ハ、第６２条の

３第４項第１４号ハ」に改め、同部を同表３１の部とし、同表３５の部を同表３２の部とし、同表３６の部４の項同欄中「第１７条第４項

」を「第１７条第５項」に改め、同部を同表３３の部とし、同表３７の部から４６の部までを３ずつ繰り上げる。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。ただし、別表第１ ４の部３の項中�の次に次のように加える改正規定及び同表備考
２の改正規定は、平成１８年４月２日から施行する。
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５ 矯正施設の長からの
通報の受理（第２６条）

○

６ 精神病院の管理者か
らの届出の受理（第２６
条の２）

○

７ 心神喪失等の状態で
重大な他害行為を行つ
た者に係る通報の受理
（第２６条の３）

○

８ 精神障害者等の診察
（第２７条第１項、第２
項、第２８条第１項、第
２９条の４第２項、第３４
条第１項、第３項）

○

９ 措置入院に関するこ
と。

� 入院措置（第２９条
第１項、第３項）

○

� 移送（第２９条の２
の２）

○

� 入院措置の解除（
第２９条の４第１項）

○

別表健康増進課の表１の部中１０の項の次に次のように加

える。

１１ 医療保護入院等のた
めの移送（第２９条の２
の２第２項、第３項、
第３４条）

○

別表健康増進課の表中１の部を２の部とし、同部の前に

次のように加える。

１ 児童福祉法
（昭和２２年法
律第１６４号）
の施行に関す
る事務

１ 小児慢性特定疾患治
療研究対象者の認定（
第２１条の９の６、愛媛
県小児慢性特定疾患治
療研究事業実施要綱（
昭和５０年３月３１日制定
）第８の１）

○

別表生活衛生課の表１の部中９の項を１０の項とし、４の

項から８の項までを１ずつ繰り下げ、３の項の次に次のよ

うに加える。

４ 食品衛生管理者の設
置及び変更の届出の受
理（第４８条第８項）

○

別表生活衛生課の表８の部２の項中「第９条第３項」を

「第３条第３項」に改め、同表中１４の部を１６の部とし、１３

の部を１５の部とし、１２の部を１３の部とし、同部の次に次の

ように加える。

１４ 感染症の予
防及び感染症
の患者に対す
る医療に関す
る法律の施行
に関する事務

１ 質問及び調査の実施
（動物由来感染症に係
る動物対策に関するも
のに限る。）（第１５条
第１項）

○

別表生活衛生課の表１１の部１の項を削り、同部２の項�
から�までを削り、同項�事項の欄中「条例」を「危険な
動物等に係るものを除く。）（愛媛県動物の愛護及び管理

に関する条例（平成１３年愛媛県条例第１２号。以下この部に

おいて「条例」という。）」に改め、同項�を同項�とし
、同項中�を削り、�を�とし、�を�とし、同項	同欄
中「指示」の下に「（犬に係るものに限る。）」を加え、

同項	を同項
とし、同項中�を�とし、�を�とし、同
項
同欄中「第２４条」を「第２４条第１項及び第２項」に改
め、同項
を同項�とし、同項中�を�とし、�及び�を
削り、同項を同部１の項とし、同部を同表１２の部とし、同

表中１０の部を１１の部とし、９の部の次に次のように加える

。

１０ 調理師法（
昭和３３年法律
第１４７号）の
施行に関する
事務

１ 調理業務従事の届出
の受理（第５条の２第
１項） ○

別表環境保全課の表２の部中５の項を６の項とし、４の

項を５の項とし、３の項を４の項とし、２の項を３の項と

し、１の項の次に次のように加える。

２ 揮発性有機化合物排
出施設に関すること。

� 設置の届出の受理
（第１７条の４第１項
）

○

� 使用の届出の受理
（第１７条の５第１項
）

○

� 構造等の変更の届
出の受理（第１７条の
６第１項）

○


 計画の変更又は廃
止の命令（第１７条の
７）

○

� 実施の制限期間の
短縮の承認（第１０条
第２項、第１７条の１２
第１項）

○

� 氏名等の変更又は
使用の廃止の届出の
受理（第１１条、第１７
条の１２第２項）

○

� 地位の承継の届出
の受理（第１２条第３
項、第１７条の１２第２
項）

○

（愛媛県立衛生環境研究所処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県立衛生環境研究所処務規程（昭和２８年愛媛県

訓令第９号）の一部を次のように改正する。

第３条中第１２項を削り、第１３項を第１２項とする。

（愛媛県研修所規程の一部改正）

第３条 愛媛県研修所規程（昭和３０年愛媛県訓令第２５号）の

一部を次のように改正する。
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第２条中「課の」を「係の」に改め、同条の表総務課の

項中「総務課」を「庶務係」に改め、同表研修企画課の項

中「研修企画課」を「教務係」に改める。

第４条の２を削り、第４条の３を第４条の２とし、第４

条の４を削り、第４条の５を第４条の３とし、第４条の６

を第４条の４とし、第４条の７を第４条の５とし、第４条

の８を削る。

第１０条中「特別研修、市町村職員研修及び専門研修」を

「ステージアップ研修、能力開発研修、市町職員研修及び

部局研修」に改める。

第１４条を次のように改める。

第１４条 削除

第１６条第１項中「長」の下に「又は市町長」を加える。

別記様式を削る。

（愛媛県報発行規程の一部改正）

第４条 愛媛県報発行規程（昭和３１年愛媛県訓令第６号）の

一部を次のように改正する。

第７条中「本庁及び次条第１項第１号に掲げる機関にお

いては、適当な場所に県報を備えつけて」を「県報は、文

書主管課に備え付けて」に改める。

第８条第１項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第

３号を第２号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 県議会各会派

第８条第１項中第４号及び第５号を削り、第６号を第４

号とする。

（愛媛整肢療護園処務規程の一部改正）

第５条 愛媛整肢療護園処務規程（昭和３１年愛媛県訓令第１３

号）の一部を次のように改正する。

第２条中第１４項を削り、第１５項を第１４項とする。

（愛媛県婦人相談所処務規程の一部改正）

第６条 愛媛県婦人相談所処務規程（昭和３２年愛媛県訓令第

１２号）の一部を次のように改正する。

第２条中第７項を削り、第８項を第７項とする。

（愛媛県計量検定所処務規程の一部改正）

第７条 愛媛県計量検定所処務規程（昭和３３年愛媛県訓令第

４号）の一部を次のように改正する。

第２条中第５項を削り、第６項を第５項とする。

（愛媛県県立高等技術専門校処務規程の一部改正）

第８条 愛媛県県立高等技術専門校処務規程（昭和３３年愛媛

県訓令第２６号）の一部を次のように改正する。

第２条中第７項を削り、第８項を第７項とする。

（愛媛県公印規程の一部改正）

第９条 愛媛県公印規程（昭和３４年愛媛県訓令第８号）の一

部を次のように改正する。

第２条第１項第１号中「事業管理統括監印」を「えひめ

ブランド推進統括監印」に改める。

別表２知事印の部農地整備課の項及び生活文化センター

の項を削り、同部西条地方局の項、今治地方局の項、松山

地方局の項、八幡浜地方局の項及び宇和島地方局の項中

「１�地方債許可用」を
「１�

�
�

地方債許可用

１ 県税証紙売りさばき人指定

に、「１�土地改良事業用地等取得、補償用」を
用」

「１ 土地改良事業用地等取得、補償用

１
�
�
�
�
沿岸漁業改善資金用 に改める。

１ 漁業経営維持安定資金用 」

（愛媛県知的障害者更生相談所処務規程の一部改正）

第１０条 愛媛県知的障害者更生相談所処務規程（昭和３５年愛

媛県訓令第３２号）の一部を次のように改正する。

第２条第５項中「主査」を「主任」に改め、「受け、」

の下に「特定の」を加える。

（水産試験場処務規程の一部改正）

第１１条 水産試験場処務規程（昭和３６年愛媛県訓令第９号）

の一部を次のように改正する。

第１条第１項の表増殖室の項の次に次のように加える。

栽培推進室

� 水産動植物の種苗の生産に関すること。

� 生産された種苗の供給に関すること。

� 水産増養殖に関する技術指導に関すること。

第１条第２項の表増殖室の項の次に次のように加える。

栽培推進室

� 前項の表栽培推進室の項各号に掲げる事務に関する

こと。

第２条第１１項を削り、同条第１２項中「主事」の下に「、

技師」を加え、同項を同条第１１項とし、同条第１３項を同条

第１２項とする。

（愛媛県児童相談所処務規程の一部改正）

第１２条 愛媛県児童相談所処務規程（昭和３６年愛媛県訓令第

１５号）の一部を次のように改正する。

第２条中第１２項を削り、第１３項を第１２項とする。

（愛媛県工業技術センター処務規程の一部改正）

第１３条 愛媛県工業技術センター処務規程（昭和３６年愛媛県

訓令第３１号）の一部を次のように改正する。

第３条中第１１項を削り、第１２項を第１１項とする。

（愛媛県繊維産業試験場処務規程の一部改正）

第１４条 愛媛県繊維産業試験場処務規程（昭和３７年愛媛県訓

令第１３号）の一部を次のように改正する。

第３条中第８項を削り、第９項を第８項とする。

（愛媛県建設研究所処務規程の一部改正）

第１５条 愛媛県建設研究所処務規程（昭和３８年愛媛県訓令第

１０号）の一部を次のように改正する。

第３条中第６項を削り、第７項を第６項とする。

（愛媛県立保育専門学校処務規程の一部改正）

第１６条 愛媛県立保育専門学校処務規程（昭和３９年愛媛県訓

令第１４号）の一部を次のように改正する。

第２条中第６項を削り、第７項を第６項とする。

（愛媛県紙産業研究センター処務規程の一部改正）

第１７条 愛媛県紙産業研究センター処務規程（昭和３９年愛媛

県訓令第２６号）の一部を次のように改正する。

第３条中第９項を削り、第１０項を第９項とする。

（愛媛県窯業試験場処務規程の一部改正）

第１８条 愛媛県窯業試験場処務規程（昭和３９年愛媛県訓令第

２７号）の一部を次のように改正する。

第３条中第７項を削り、第８項を第７項とする。

（愛媛県大阪事務所処務規程の一部改正）

第１９条 愛媛県大阪事務所処務規程（昭和３９年愛媛県訓令第
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２９号）の一部を次のように改正する。

第２条中第６項を削り、第７項を第６項とする。

（愛媛県身体障害者更生相談所処務規程の一部改正）

第２０条 愛媛県身体障害者更生相談所処務規程（昭和３９年愛

媛県訓令第４６号）の一部を次のように改正する。

第２条中第６項を削り、第７項を第６項とし、第８項を

第７項とする。

（愛媛県家畜保健衛生所処務規程の一部改正）

第２１条 愛媛県家畜保健衛生所処務規程（昭和４０年愛媛県訓

令第２３号）の一部を次のように改正する。

第３条中第７項を削り、第８項を第７項とする。

（愛媛県労働委員会事務局処務規程の一部改正）

第２２条 愛媛県労働委員会事務局処務規程（昭和４１年愛媛県

訓令第１９号）の一部を次のように改正する。

第４条第７号中「削除並びに個人情報の取扱いの是正」

を「利用停止」に、「削除の」を「利用停止の」に改め、

「並びに個人情報の取扱いに係る再度の是正の申出」を削

る。

第７条の２第１項中第６号を削り、第７号を第６号とし

、同条第２項中第６号を削り、第７号を第６号とする。

（愛媛県東京事務所処務規程の一部改正）

第２３条 愛媛県東京事務所処務規程（昭和４２年愛媛県訓令第

３号）の一部を次のように改正する。

第２条中第１０項を削り、第１１項を第１０項とする。

（愛媛県立えひめ学園処務規程の一部改正）

第２４条 愛媛県立えひめ学園処務規程（昭和４５年愛媛県訓令

第１３号）の一部を次のように改正する。

第４条中第８項を削り、第９項を第８項とする。

（愛媛県立歯科技術専門学校処務規程の一部改正）

第２５条 愛媛県立歯科技術専門学校処務規程（昭和４６年愛媛

県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

第２条中第８項を削り、第９項を第８項とする。

（愛媛県立農業大学校処務規程の一部改正）

第２６条 愛媛県立農業大学校処務規程（昭和４６年愛媛県訓令

第９号）の一部を次のように改正する。

第２条の表畜産分校の項中「養成部門」の下に「、総合

農学科及びアグリビジネス科」を加える。

第３条中第１１項を削り、第１２項を第１１項とする。

（愛媛県病害虫防除所処務規程の一部改正）

第２７条 愛媛県病害虫防除所処務規程（昭和４６年愛媛県訓令

第１１号）の一部を次のように改正する。

第２条中第７項を削り、第８項を第７項とする。

（愛媛県生活センター処務規程の一部改正）

第２８条 愛媛県生活センター処務規程（昭和４７年愛媛県訓令

第４号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

愛媛県消費生活センター処務規程

第１条中「愛媛県生活センター」を「愛媛県消費生活セ

ンター」に改める。

第２条の表普及啓発係の項第７号中「生活センター友の

会」を「消費生活センター友の会」に改める。

第３条中第７項を削り、第８項を第７項とする。

（愛媛県精神保健福祉センター処務規程の一部改正）

第２９条 愛媛県精神保健福祉センター処務規程（昭和４７年愛

媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

第２条中第９項を削り、第１０項を第９項とする。

（愛媛県農業試験場処務規程の一部改正）

第３０条 愛媛県農業試験場処務規程（昭和５０年愛媛県訓令第

１号）の一部を次のように改正する。

第３条中第１０項を削り、第１１項を第１０項とする。

（愛媛県立果樹試験場処務規程の一部改正）

第３１条 愛媛県立果樹試験場処務規程（昭和５０年愛媛県訓令

第２号）の一部を次のように改正する。

第３条中第１０項を削り、第１１項を第１０項とし、第１２項を

第１１項とする。

（愛媛県畜産試験場処務規程の一部改正）

第３２条 愛媛県畜産試験場処務規程（昭和５０年愛媛県訓令第

４号）の一部を次のように改正する。

第３条中第８項を削り、第９項を第８項とし、第１０項を

第９項とする。

（愛媛県養鶏試験場処務規程の一部改正）

第３３条 愛媛県養鶏試験場処務規程（昭和５０年愛媛県訓令第

５号）の一部を次のように改正する。

第３条中第８項を削り、第９項を第８項とし、第１０項を

第９項とする。

（愛媛県林業技術センター処務規程の一部改正）

第３４条 愛媛県林業技術センター処務規程（昭和５０年愛媛県

訓令第６号）の一部を次のように改正する。

第３条中第９項を削り、第１０項を第９項とし、第１１項を

第１０項とする。

（愛媛県健康増進センター処務規程の一部改正）

第３５条 愛媛県健康増進センター処務規程（昭和５０年愛媛県

訓令第２５号）の一部を次のように改正する。

第２条の表健康推進課の項第６号を次のように改める。

� 難病相談・支援センターに関すること。

第３条中第４項を削り、第５項を第４項とし、第６項か

ら第１１項までを１項ずつ繰り上げ、第１２項を削り、第１３項

を第１１項とする。

第５条第１項中「次長」を「総務課長」に改め、同条第

３項中「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項

とし、同条第２項中「及び次長」を「、総務課長及び健康

推進課長」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の

次に次の１項を加える。

２ 所長及び総務課長が共に不在のときは、健康推進課長

が代決する。

（愛媛県魚病指導センター処務規程の一部改正）

第３６条 愛媛県魚病指導センター処務規程（昭和５６年愛媛県

訓令第３１号）の一部を次のように改正する。

第２条中第５項を削り、第６項を第５項とする。

（愛媛県立医療技術短期大学処務規程の一部改正）

第３７条 愛媛県立医療技術短期大学処務規程（昭和６３年愛媛

県訓令第７号）の一部を次のように改正する。

別表第１ ３の部１の項事項の欄中「第４項」を「第５

項」に改め、同部２の項同欄中「削除」を「利用停止」に

、「第２０条、第２３条第２項、第３０条、第３５条」を「第２１条

、第２５条第３項、第３２条、第３９条」に改め、同部３の項中
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「削除」を「利用停止」に、「第２１条第２項、第２２条、第

３１条第２項、第３２条、第３５条」を「第２２条第２項、第２３条

、第３３条第２項、第３４条、第３９条」に改め、同部６の項を

削り、同部５の項同欄中「第２５条第１項」を「第２７条第１

項」に改め、同項を同部６の項とし、同部４の項同欄中「

第２３条第１項」を「第２５条第１項、第２項」に改め、同項

を同部５の項とし、同部３の項の次に次のように加える。

４ 個人情報の開示及び
訂正の請求に係る事案
の移送（第２４条第１項
、第３５条第１項）

○

（愛媛県県民総合相談プラザ及び県民相談プラザ規程の一

部改正）

第３８条 愛媛県県民総合相談プラザ及び県民相談プラザ規程

（平成３年愛媛県訓令第６号）の一部を次のように改正す

る。

第３条第１項第３号中「県民相談員その他の」を削り、

同条第３項中「県民相談員」を「第１項第３号の職員」に

改める。

（愛媛県花き総合指導センター処務規程の一部改正）

第３９条 愛媛県花き総合指導センター処務規程（平成４年愛

媛県訓令第９号）の一部を次のように改正する。

第３条中第８項を削り、第９項を第８項とし、第１０項を

第９項とする。

（愛媛県地域高規格道路事業推進班規程の一部改正）

第４０条 愛媛県地域高規格道路事業推進班規程（平成５年愛

媛県訓令第８号）の一部を次のように改正する。

第４条第２項中「道路建設課長」を「高速道路推進監」

に改める。

別表中７の項を削り、６の項を７の項とし、５の項を６

の項とし、４の項の次に次のように加える。

５ 土木部道路都市局高速道路推進監

（愛媛県農業総合対策推進班規程の一部改正）

第４１条 愛媛県農業総合対策推進班規程（平成６年愛媛県訓

令第１１号）の一部を次のように改正する。

別表１６の項中「（農林水産部長が指定するものに限る。

）」を削り、同表１９の項を削り、同表１８の項中「担い手育

成係長」を「担い手対策推進室担い手育成係長」に改め、

同項を同表１９の項とし、同表１７の項中「農地活用係長」を

「担い手対策推進室農地活用係長」に改め、同表１６の項の

次に次のように加える。

１７ 農林水産部農業振興局農業経営課担い手対策推進室

技術室長補佐

（愛媛県政策・予算班規程の一部改正）

第４２条 愛媛県政策・予算班規程（平成７年愛媛県訓令第８

号）の一部を次のように改正する。

別表中７の項を８の項とし、６の項を７の項とし、５の

項を６の項とし、４の項の次に次のように加える。

５ 構造改革班長

（愛媛県立看護専門学校処務規程の一部改正）

第４３条 愛媛県立看護専門学校処務規程（平成９年愛媛県訓

令第７号）の一部を次のように改正する。

第３条中第７項を削り、第８項を第７項とし、第９項を

第８項とする。

（愛媛県市町村合併推進本部規程の一部改正）

第４４条 愛媛県市町村合併推進本部規程（平成１３年愛媛県訓

令第１０号）の一部を次のように改正する。

第８条第１項中「市町振興課合併推進室」を「市町振興

課」に改め、同条第２項中「市町振興課合併推進室長」を

「市町振興課長」に改める。

別表２中５の項を削り、６の項を５の項とし、７の項か

ら１８の項までを１ずつ繰り上げる。

（愛媛県食肉衛生検査センター処務規程の一部改正）

第４５条 愛媛県食肉衛生検査センター処務規程（平成１４年愛

媛県訓令第９号）の一部を次のように改正する。

第２条中第７項を削り、第８項を第７項とする。

（愛媛県動物愛護センター処務規程の一部改正）

第４６条 愛媛県動物愛護センター処務規程（平成１４年愛媛県

訓令第１５号）の一部を次のように改正する。

第２条中第７項を削り、第８項を第７項とする。

第３条第８号中「（平成１３年愛媛県規則第２１号）」を削

り、同号を同条第２７号とし、同条第７号を同条第２４号とし

、同号の次に次の２号を加える。

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則（

平成１３年愛媛県規則第２１号）第１０条第４項の規定によ

る危険な動物の輸送又は管理の届出を受理すること。

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則第

１０条第５項の規定による知事との協議に係る同意を得

た旨の届出を受理すること。

第３条第６号を同条第２０号とし、同号の次に次の３号を

加える。

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例第２１条第１

項の規定による危険な動物等の事故時の報告の受理及

び指示をすること。

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例第２４条第３

項及び第４項の規定による許可飼養者等に対する必要

な措置の指導、勧告及び命令をすること。

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例第２５条第１

項の規定による動物の所有者等に対する報告の徴収及

び立入検査をすること。

第３条中第５号を第１６号とし、同号の次に次の３号を加

える。

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例第１９条第１

項の規定による危険な動物等の所有者等からの緊急時

の通報を受理すること。

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例第１９条第２

項の規定による飼養施設から逸走した危険な動物等の

捕獲等をすること。

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例第２０条にお

いて準用する同条例第１８条の３第１項の規定による危

険な動物等を収容した旨等の公示及び通知をすること

。

第３条第４号中「規定による」の下に「犬、ねこ等の収

容後等の」を加え、同号を同条第１５号とし、同条第３号中

「（平成１３年愛媛県条例第１２号）」を削り、同号を同条第
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１４号とし、同条中第２号を第８号とし、同号の次に次の５

号を加える。

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例（平成１３年

愛媛県条例第１２号）第１０条第１項の規定による危険な

動物の飼養又は保管の許可をすること。

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例第１０条第２

項の規定による国又は地方公共団体からの危険な動物

の飼養又は保管の協議及び変更協議への同意をするこ

と。

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例第１３条第１

項の規定による危険な動物の飼養又は保管の変更の許

可をすること。

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例第１４条の規

定による危険な動物の飼養又は保管の変更等の届出を

受理すること。

� 愛媛県動物の愛護及び管理に関する条例第１８条の規

定による危険な動物の飼養又は保管の許可の取消しを

すること。

第３条第１号中「（昭和４８年法律第１０５号）」を削り、

「による」の下に「負傷動物等の発見者からの」を加え、

同号を同条第７号とし、同号の前に次の６号を加える。

� 動物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律第

１０５号）第８条第１項の規定による動物取扱業の届出

を受理すること。

� 動物の愛護及び管理に関する法律第９条第１項及び

第２項の規定による動物取扱業の変更等の届出を受理

すること。

� 動物の愛護及び管理に関する法律第１０条第２項の規

定による動物取扱業者の地位の承継の届出を受理する

こと。

	 動物の愛護及び管理に関する法律第１２条の規定によ

る動物取扱業者に対する飼養施設の構造等の改善勧告

及び措置命令をすること。


 動物の愛護及び管理に関する法律第１３条第１項の規

定による動物取扱業者に対する報告の徴収及び立入検

査をすること。

� 動物の愛護及び管理に関する法律第１５条の規定によ

る周辺の生活環境の保全に係る必要な措置の勧告及び

措置命令等をすること。

第３条に次の１号を加える。

� 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す

る法律（平成１０年法律第１０４号）第１５条の規定による

動物由来感染症の発生の状況、動向及び原因の調査（

動物に係るものに限る。）をすること。

（愛媛県立医療技術大学処務規程の一部改正）

第４７条 愛媛県立医療技術大学処務規程（平成１６年愛媛県訓

令第８号）の一部を次のように改正する。

別表第１ ３の部１の項事項の欄中「第４項」を「第５

項」に改め、同部２の項同欄中「削除」を「利用停止」に

、「第２０条、第２３条第２項、第３０条、第３５条」を「第２１条

、第２５条第３項、第３２条、第３９条」に改め、同部３の項中

「削除」を「利用停止」に、「第２１条第２項、第２２条、第

３１条第２項、第３２条、第３５条」を「第２２条第２項、第２３条

、第３３条第２項、第３４条、第３９条」に改め、同部６の項を

削り、同部５の項同欄中「第２５条第１項」を「第２７条第１

項」に改め、同項を同部６の項とし、同部４の項同欄中「

第２３条第１項」を「第２５条第１項、第２項」に改め、同項

を同部５の項とし、同部３の項の次に次のように加える。

４ 個人情報の開示及び
訂正の請求に係る事案
の移送（第２４条第１項
、第３５条第１項）

○

（えひめブランド推進班規程）

第４８条 えひめブランド推進班規程（平成１７年愛媛県訓令第

１１号の２）の一部を次のように改正する。

第４条第１項中「農業振興局長」を「えひめブランド推

進統括監」に改め、同条第２項中「農業振興局えひめブラ

ンド推進監」を「えひめブランド推進監」に改める。

別表１の項中「農業振興局長」を「えひめブランド推進

統括監」に改め、同表２の項中「農業振興局えひめブラン

ド推進監」を「えひめブランド推進監」に改め、同表７の

項中「（農林水産部長が指定する者に限る。）」を削る。

（栽培漁業センター処務規程等の廃止）

第４９条 次に掲げる訓令は、廃止する。

� 栽培漁業センター処務規程（昭和５５年愛媛県訓令第３

号）

� 愛媛県リゾート班規程（平成２年愛媛県訓令第６号）

� 愛媛県補助事業適正化対策班規程（平成１６年愛媛県訓

令第９号）

	 地方税滞納整理機構設立準備班規程（平成１７年愛媛県

訓令第９号）

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�������
�愛媛県訓令第８号

総 務 部

愛媛県総務事務センター規程を次のように定める。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県総務事務センター規程

（設置）

第１条 旅費の支出の集中処理業務を処理するとともに、総

務系業務改革を推進するため、総務部新行政推進局行政シ

ステム改革課に総務事務センター（以下「センター」とい

う。）を設置する。

（任務）

第２条 センターは、次に掲げる事項を処理する。

� 旅費の支出の集中処理業務に関すること。

� 総務系業務改革の推進に関すること。

� その他総務系業務改革のために必要な事項

（組織）

第３条 センターは、総務部新行政推進局行政システム改革

課総務事務センター係に属する職員及び同課に属するその

他の職員のうちから総務部長が指名する者をもって組織す

る。
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（センター長）

第４条 センターにセンター長を置き、総務部新行政推進局

行政システム改革課長補佐の職にある者のうちから、知事

が命ずる。

２ センター長は、上司の命を受け、センター員を指揮監督

し、センターの事務を統轄する。

（雑則）

第５条 この訓令に定めるもののほか、センターに関し必要

な事項は、センター長が定める。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�������
�愛媛県訓令第９号

庁 中 一 般

地 方 局

愛媛県南予地域活性化特別対策本部規程を次のように定め

る。

平成１８年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県南予地域活性化特別対策本部規程

（設置）

第１条 南予地域の活性化を図るため、愛媛県南予地域活性

化特別対策本部（以下「対策本部」という。）を設置する

。

（任務）

第２条 対策本部は、次に掲げる事項を処理する。

� 南予地域活性化特別対策の総合調整及び推進に関する

こと。

� 南予地域の市町及び関係団体等との連絡調整及び協議

に関すること。

� その他南予地域の活性化に関すること。

（組織）

第３条 対策本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって

組織する。

２ 本部長は、副知事をもって充てる。

３ 副本部長は、企画情報部長の職にある者をもって充てる

。

４ 本部員は、別表１に掲げる職にある者をもって充てる。

（職務）

第４条 本部長は、対策本部の事務を統轄し、対策本部を代

表する。

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき

は、その職務を代行する。

（会議）

第５条 対策本部の会議は、本部長が必要の都度招集し、こ

れを主宰する。

２ 本部長は、必要に応じて、関係者の出席を求め、意見を

聴くことができる。

（幹事会）

第６条 対策本部の円滑な運営を図るため、対策本部に幹事

会を置く。

２ 幹事会は、幹事長、副幹事長及び幹事をもって組織する

。

３ 幹事長は、企画情報部管理局長の職にある者に知事が命

ずる。

４ 副幹事長は、企画情報部管理局企画調整課長の職にある

者をもって充てる。

５ 幹事は、別表２に掲げる職にある者をもって充てる。

６ 幹事長は、上司の命を受け、幹事会の事務を掌理する。

７ 副幹事長は、幹事長を補佐する。

８ 幹事会の会議は、幹事長が必要の都度招集し、これを主

宰する。

９ 幹事長は、必要に応じて、関係者の出席を求め、意見を

聴くことができる。

（現地対策本部）

第７条 対策本部の任務を効率的に処理するため、その統轄

の下に、八幡浜地方局及び宇和島地方局に南予地域活性化

現地特別対策本部（以下「現地対策本部」という。）を置

く。

２ 現地対策本部は、現地対策本部長、現地対策副本部長及

び現地対策本部員をもって組織する。

３ 現地対策本部長は、八幡浜地方局長又は宇和島地方局長

の職にある者をもって充てる。

４ 現地対策副本部長は、八幡浜地方局又は宇和島地方局に

属する別表３に掲げる職にある者をもって充てる。

５ 現地対策本部員は、八幡浜地方局又は宇和島地方局に属

する別表４に掲げる職にある者をもって充てる。

６ 現地対策本部長は、本部長の命を受け、現地対策本部の

事務を統轄する。

７ 現地対策副本部長は、現地対策本部長を補佐する。

８ 現地対策本部の運営に関し必要な事項は、現地対策本部

長が定める。

（事務局）

第８条 対策本部の事務を処理するため、企画情報部管理局

企画調整課に事務局を置く。

２ 事務局に事務局長を置き、企画情報部管理局企画調整課

長の職にある者をもって充てる。

（雑則）

第９条 この訓令に定めるもののほか、対策本部の運営に関

し必要な事項は、本部長が定める。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

別表１（第３条関係）

１ 総務部長

２ 経済労働部長

３ 農林水産部長

４ 土木部長

５ 八幡浜地方局長

６ 宇和島地方局長

別表２（第６条関係）

１ 総務部管理局総務管理課長

２ 総務部新行政推進局市町振興課長

３ 経済労働部管理局産業政策課長

４ 農林水産部管理局農政課長

愛 媛 県 報平成１８年４月１日 第１７４７号外５

３９



監査委員規程

教育委員会規則

５ 土木部管理局土木管理課長

６ 八幡浜地方局総務県民部総務調整課長

７ 宇和島地方局総務県民部総務調整課長

別表３（第７条関係）

１ 地方局総務県民部長

２ 地方局産業経済部長

３ 地方局建設部長

別表４（第７条関係）

１ 地方局総務県民部総務調整課長

２ 地方局産業経済部商工労政課長

３ 地方局産業経済部農政普及課長

４ 地方局産業経済部農村整備課長（八幡浜地方局に

あっては、農村整備第一課長）

５ 地方局産業経済部森林林業課長

６ 地方局産業経済部水産課長

７ 地方局建設部管理課長

８ 地方局建設部建設企画課長

�愛媛県監査委員規程第１号
愛媛県監査事務局規程の一部を改正する規程を次のように

定める。

平成１８年４月１日

愛媛県監査委員 吉 久 宏

同 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

愛媛県監査事務局規程の一部を改正する規程

愛媛県監査事務局規程（昭和４１年愛媛県監査委員規程第１

号）の一部を次のように改正する。

第３条第２項第５号を削る。

第４条中第１０項を削り、第１１項を第１０項とする。

附 則

この規程は、公布の日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第６号
愛媛県教育委員会事務局組織規則等の一部を改正する規則

を次のように定める。

平成１８年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県教育委員会事務局組織規則等の一部を改正する

規則

（愛媛県教育委員会事務局組織規則の一部改正）

第１条 愛媛県教育委員会事務局組織規則（平成元年愛媛県

教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

第２条第２項の表文化スポーツ部の部保健スポーツ課の

項係の欄中「国民体育大会準備係」を削り、同条中第４項

を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１

項を加える。

３ 保健スポーツ課に国民体育大会準備室を置き、同室に

総務・企画係及び競技・施設係を置く。

第３条（見出しを含む。）表以外の部分中「各課」を「

各課及び室」に改め、同条の表保健スポーツ課の項中「保

健スポーツ課」の下に「（第３号の事務並びに第５号及び

第６号の事務のうち競技力向上対策に関する事務にあって

は、国民体育大会準備室の所掌とする。）」を加える。

第７条第１項中第３号を削り、第４号を第３号とし、第

５号を第４号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 室長

第７条第１項中第８号を削り、第９号を第８号とし、同

号の次に次の１号を加える。

� 室長補佐

第７条第１項第１６号中「主査」を「主任学芸員」に改め

る。

第８条第４項及び第５項を削る。

第９条の見出し中「課」を「課又は室」に改め、同条第

１項中「課長補佐を」の下に「、室に室長及び室長補佐を

」を加え、同条中第４項を第６項とし、第３項を第４項と

し、同項の次に次の１項を加える。

５ 室長補佐は、室長を補佐し、室長が不在のときは、そ

の職務を代行する。

第９条第２項の次に次の１項を加える。

３ 室長は、上司の命を受け、室務を掌理し、部下職員を

指揮監督する。

第１０条第１項中「課」を「課及び室」に改め、「、課付

」を削り、「主査」を「主任学芸員」に改め、同条第２項

中「課」を「課若しくは室」に改め、同条中第５項を削り

、第６項を第５項とし、第７項から第１２項までを１項ずつ

繰り上げ、同項の次に次の１項を加える。

１２ 主任学芸員は、上司の命を受け、資料の収集、整理、

保存、展示及び高度な調査研究その他これと関連する事

業についての専門的事項を処理する。

第１０条第１３項を削る。

第１２条第１項中「課」を「課及び室」に改める。

（愛媛県立青年の家管理規則の一部改正）

第２条 愛媛県立青年の家管理規則（昭和３５年愛媛県教育委

員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

第４条中第９号を削り、第１０号を第９号とし、第１１号を

第１０号とする。

（愛媛県立博物館管理規則の一部改正）

第３条 愛媛県立博物館管理規則（昭和３６年愛媛県教育委員

会規則第５号）の一部を次のように改正する。

第４条第１１号中「主査」を「主事」に改め、同条第１３号

を削る。

（愛媛県総合教育センター管理規則の一部改正）

第４条 愛媛県総合教育センター管理規則（昭和４１年愛媛県

教育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

第３条第２項の表総務課の項中「、企画管理係」を削る

。
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教育委員会告示

教育委員会訓令

第５条第１項中第９号を削り、第１０号を第９号とし、第

１１号から第１４号までを１号ずつ繰り上げ、同条第２項中「

第１２号」を「第１１号」に、「第１３号及び第１４号」を「第１２

号及び第１３号」に改める。

（愛媛県立図書館管理規則の一部改正）

第５条 愛媛県立図書館管理規則（昭和５０年愛媛県教育委員

会規則第６号）の一部を次のように改正する。

第３条中「課及び」を削り、各号を次のように改める。

� 庶務係

� 図書整理係

� 相談係

� 普及係

� 子ども読書係

第４条第４号中「課長」を「館長補佐」に改め、同条中

第９号を削り、第１０号を第９号とし、第１１号から第１４号ま

でを１号ずつ繰り上げる。

（愛媛県生涯学習センター管理規則の一部改正）

第６条 愛媛県生涯学習センター管理規則（平成３年愛媛県

教育委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

第４条中第１５号を第１７号とし、第１４号を第１６号とし、第

１３号を削り、第１２号を第１５号とし、同条第１１号中「主査」

を「主事」に改め、同号を同条第１４号とし、同条中第１０号

を第１３号とし、第８号及び第９号を３号ずつ繰り上げ、第

７号を第９号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 担当係長

第４条中第６号を第８号とし、第４号及び第５号を２号

ずつ繰り下げ、第３号の次に次の２号を加える。

� 副参事

� 課長補佐

（愛媛県総合科学博物館管理規則の一部改正）

第７条 愛媛県総合科学博物館管理規則（平成１２年愛媛県教

育委員会規則第１１号）の一部を次のように改正する。

第４条中第１１号及び第１２号を削り、第１３号を第１１号とし

、第１４号を第１２号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 学芸員

第４条中第１５号を第１４号とし、第１６号を第１５号とする。

（愛媛県歴史文化博物館管理規則の一部改正）

第８条 愛媛県歴史文化博物館管理規則（平成１２年愛媛県教

育委員会規則第１３号）の一部を次のように改正する。

第４条第１１号中「主査」を「主事」に改め、同条中第１３

号を削り、第１４号を第１３号とし、第１５号を第１４号とする。

（愛媛県美術館管理規則の一部改正）

第９条 愛媛県美術館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会

規則第１５号）の一部を次のように改正する。

第４条第１１号中「主査」を「主事」に改め、同条中第１３

号を削り、第１４号を第１３号とし、第１５号を第１４号とする。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�������
�愛媛県教育委員会規則第７号
愛媛県県立学校教職員設置規則及び指導力不足等教員の取

扱いに関する規則の一部を改正する規則を次のように定める

。

平成１８年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県県立学校教職員設置規則及び指導力不足等教員

の取扱いに関する規則の一部を改正する規則

（愛媛県県立学校教職員設置規則の一部改正）

第１条 愛媛県県立学校教職員設置規則（昭和３１年愛媛県教

育委員会規則第１９号）の一部を次のように改正する。

第１条第２項中「養護教諭」の下に「、栄養教諭」を加

える。

第３条第１項中「養護教諭」の下に「、栄養教諭」を、

「第５１条」の下に「、第５１条の９」を加え、「第１１項」を

「第１２項」に改める。

第４条第３項、第５条第３項、第６条第３項及び第７条

第３項中「第６５条第１項」の下に「、第６５条の１０第１項」

を加える。

第１８条第１項及び第２項中「、主任及び主査」を「及び

主任」に改め、同条第５項を削る。

（指導力不足等教員の取扱いに関する規則の一部改正）

第２条 指導力不足等教員の取扱いに関する規則（平成１５年

愛媛県教育委員会規則第１号）の一部を次のように改正す

る。

第２条第１項中「養護教諭」の下に「、栄養教諭」を加

える。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県教育委員会告示第３号
教育事務所の名称、位置及び所管区域（昭和３２年２月愛媛

県教育委員会告示第７号）の一部を次のように改正し、告示

の日から施行する。

平成１８年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

前文中「第２条第４項」を「第２条第５項」に改める。

�愛媛県教育委員会訓令第２号
教育委員会事務局

教 育 機 関

愛媛県教育委員会公印規程等の一部を改正する訓令を次の

ように定める。

平成１８年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県教育委員会公印規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県教育委員会公印規程の一部改正）

第１条 愛媛県教育委員会公印規程（昭和３６年７月愛媛県教

育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項第１号中「課長印」の下に「（室長印を含
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む。以下同じ。）」を加え、同項第２号中「課印」の下に

「（室印を含む。以下同じ。）」を加える。

第３条第２項中「課長」の下に「（室長を含む。）」を

加える。

様式第５号中「使用課」を「使用課（室）」に改める。

（愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程の一部改正

）

第２条 愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程（昭和

３２年２月愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のよう

に改正する。

第３条第１項中「、主任及び主査」を「及び主任」に改

め、同条第２項中「第６項から第１０項まで、第１２項及び第

１３項」を「第５項から第９項まで及び第１１項」に改める。

（愛媛県立図書館処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県立図書館処務規程（昭和３３年２月愛媛県教育

委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

第１条中「課及び」を削り、同条の表総務課の部中
「総

務課
を「庶務係」に、

「 図書整理係
を
「図書整理

庶務係」 � 」 �
係

に改め、同表読書振興課の部中
「読書振興課

を「相
」 相談係 」

談係」に、
「 普及係

を
「普及係

に、
「 子ども読書

� 」 � 」 �
係

を
「子ども読書係

に改める。
」 � 」

第２条中第７項を第８項とし、第５項及び第６項を１項

ずつ繰り下げ、同条第４項中「課長、」を削り、「、主任

及び主査」を「及び主任」に、「第９条第２項、第１０条第

９項及び第１０項、第９条第４項」を「第１０条第８項及び第

９項、第９条第６項」に、「第１０条第１２項及び第１３項」を

「第１０条第１１項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第

３項の次に次の１項を加える。

４ 館長補佐は、館長を補佐し、館長に事故あるときは、

その職務を代行する。

第３条第１項中「総務課長」を「館長補佐」に改め、同

条第２項を削り、同条第３項中「前２項」を「前項」に改

め、同項を同条第２項とする。

（愛媛県立青年の家処務規程の一部改正）

第４条 愛媛県立青年の家処務規程（昭和３５年６月愛媛県教

育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

第１条第４項中「、主査」を削り、「第１０条第８項から

第１０項」を「第１０条第７項から第９項」に、「第９条第４

項、第１０条第１２項及び第１３項並びに」を「第９条第６項、

第１０条第１１項及び」に改める。

（愛媛県立博物館処務規程の一部改正）

第５条 愛媛県立博物館処務規程（昭和３６年１１月愛媛県教育

委員会訓令第３号）の一部を次のように改正する。

第２条第５項中「第１０条第９項及び第１０項」を「第１０条

第８項及び第９項」に改め、同条第７項中「第９条第４項

」を「第９条第６項」に改め、同条第８項中「第１０条第１２

項」を「第１０条第１１項」に改め、同条第１０項中「主査」を

「主事」に、「第１０条第１３項」を「第１２条第２項」に改め

、同条第１２項を削る。

（愛媛県総合教育センター処務規程の一部改正）

第６条 愛媛県総合教育センター処務規程（昭和４１年３月愛

媛県教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する

。

第１条の表総務課の部庶務係の項第８号中「研修部の」

を「他の」に改め、同号を同項第１０号とし、同項中第７号

を第８号とし、同号の次に次の１号を加える。

� 他の教育機関及び教育研究団体との連絡調整に関す

ること。

第１条の表総務課の部庶務係の項第６号の次に次の１号

を加える。

� 施設設備の管理に関すること。

第１条の表総務課の部企画管理係の項を削り、同表教科

教育部の部教科研究室の項中第３号を第４号とし、第１号

及び第２号を１号ずつ繰り下げ、同項に第１号として次の

１号を加える。

� 研修の企画及び広報に関すること。

第２条第４項中「第１０条第１０項」を「第１０条第９項」に

改め、同条第６項中「、主査」を削り、「第９条第４項、

第１０条第１２項及び第１３項並びに」を「第９条第６項、第１０

条第１１項及び」に改める。

（愛媛県生涯学習センター処務規程の一部改正）

第７条 愛媛県生涯学習センター処務規程（平成１２年４月愛

媛県教育委員会訓令第４号）の一部を次のように改正する

。

第３条第３項中「課長」の下に「、副参事、課長補佐」

を、「第９条第２項」の下に「、第１０条第４項、第９条第

４項」を加え、「第１０条第９項及び第１０項」を「第１０条第

８項及び第９項」に改め、同条第５項中「係長」の下に「

及び担当係長」を加え、「第９条第４項」を「第９条第６

項及び第１０条第１０項」に改め、同条第７項中「第１０条第１２

項」を「第１０条第１１項」に改め、同条第９項中「主査」を

「主事及びその他の職員」に、「第１０条第１３項」を「第１２

条第２項」に改め、同条第１１項を削る。

（愛媛県総合科学博物館処務規程の一部改正）

第８条 愛媛県総合科学博物館処務規程（平成１２年４月愛媛

県教育委員会訓令第５号）の一部を次のように改正する。

第３条第３項中「第１０項」を「第９項」に改め、同条第

５項中「第９条第４項」を「第９条第６項」に改め、同条

第７項中「第１０条第１２項」を「第１０条第１１項」に改め、同

条第９項中「主査」を「主事、技師及びその他の職員」に

、「第１０条第１３項」を「第１２条第２項」に改め、同条第１１

項を削る。

（愛媛県歴史文化博物館処務規程の一部改正）

第９条 愛媛県歴史文化博物館処務規程（平成１２年４月愛媛

県教育委員会訓令第６号）の一部を次のように改正する。

第３条第３項中「第１０項」を「第９項」に改め、同条第

５項中「第９条第４項」を「第９条第６項」に改め、同条

第７項中「第１０条第１２項」を「第１０条第１１項」に改め、同

条第９項中「主査」を「主事及びその他の職員」に、「第

１０条第１３項」を「第１２条第２項」に改め、同条第１１項を削

る。
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人事委員会規則

（愛媛県美術館処務規程の一部改正）

第１０条 愛媛県美術館処務規程（平成１２年４月愛媛県教育委

員会訓令第７号）の一部を次のように改正する。

第３条第３項中「第９項及び第１０項」を「第８項及び第

９項」に改め、同条第５項中「第９条第４項及び第１０条第

１２項」を「第９条第６項及び第１０条第１１項」に改め、同条

第７項中「主査」を「主事及びその他の職員」に、「第１０

条第１３項」を「第１２条第２項」に改め、同条第９項を削る

。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７―１０３５
職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則等の一部を改正

する規則を次のように定める。

平成１８年４月１日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則等の一部を

改正する規則

（職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則（愛媛県

人事委員会規則７－１）の一部を次のように改正する。

第７条第１項の表勤務箇所名の欄及び同条第２項の表勤

務箇所名の欄中「生活センター」を「消費生活センター」

に改める。

（職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部改正）

第２条 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県

人事委員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

別表第６ ５級の項標準的な職務の欄中「又は総看護長

」を削り、同表６級の項同欄中「課長」の下に「又は総看

護長」を加える。

別表第１０ １ 行政職給料表級別職務区分表５級の部知

事の事務部局の項職務の級区分欄の級に含まれる職の欄中

「防災航空事務所長」を
「防災航空事務所長

に、「新ま
構造改革班長 」

ちづくり支援班長」を
「新まちづくり支援班長

に、「地
地方局再編班長 」

方局ダム管理事務所長（八幡浜地方局鹿野川ダム管理事務

所長を除く。）」を「地方局ダム管理事務所長」に、
「生

生

活センター所長
を
「消費生活センター所長

に改め、同
活センター次長」 消費生活センター次長」

部教育委員会の事務部局の項同欄中「課付（５級）」を「

室長補佐」に、「青年の家所長補佐」を
「青年の家所長補

図書館長補佐

佐
に、

「県立学校の事務長（５級）
を
「県

」 市町村立小・中学校の事務長（５級）」 市

立学校の事務長
に改め、同表６級の部知事の事

町立小・中学校の事務長」

務部局の項同欄中
「事業管理監（６級）

を
「

えひめブランド推進監（６級）」

えひめブランド推進監（６級）
に改め、「八幡浜地方局

高速道路推進監（６級） 」

鹿野川ダム管理事務所長」及び「栽培漁業センター所長」

を削り、同部教育委員会の事務部局の項同欄中「本庁課長

」を
「本庁課長

に改め、
「部付（６級）

を削り、同表
室長 」 課付（６級）」

７級の部知事の事務部局の項同欄中
「事業管理監（７級）

えひめブランド推進

を
「えひめブランド推進監（７級）

に改め
監（７級）」 高速道路推進監（７級） 」

、同部教育委員会の事務部局の項同欄中「部付（７級）」

を削り、同表８級の部知事の事務部局の項同欄中「事業管

理統括監」を「えひめブランド推進統括監」に改める。

別表第１０ ４ 医療職給料表�級別職務区分表２級の部
知事の事務部局の項職務の級区分欄の級に含まれる職の欄

中「西条地方局健康福祉環境部企画課医監（３級）」を
「

西条地方局健康福祉環境部企画課医監（３級）
に改

今治地方局健康福祉環境部健康増進課医監（３級）」

め、同表３級の部知事の事務部局の項同欄中「八幡浜地方

局健康福祉環境部医監（４級）」を削り、「西条地方局健

康福祉環境部企画課医監（４級）」を
「西条地方局健康福

今治地方局健康福

祉環境部企画課医監（４級）
に改め、同表４級の部

祉環境部健康増進課医監（４級）」

知事の事務部局の項同欄中「八幡浜地方局健康福祉環境部

医監（５級）」を削る。

別表第１０ ６ 医療職給料表�級別職務区分表４級の部
知事の事務部局の項職務の級区分欄の級に含まれる職の欄

中「看護長」を
「看護長

に改め、同表５級
児童福祉司（４級）」

の部知事の事務部局の項同欄中「総看護長」を「児童福祉

司（５級）」に改め、同表６級の部知事の事務部局の項同

欄中「保健所の技術課長補佐」を
「保健所の技術課長補佐

愛媛整肢療護園総看護

に改め、同表７級の部知事の事務部局の項同欄中「健
長」

康増進センター次長」を削る。

（給料表の適用範囲に関する規則の一部改正）

第３条 給料表の適用範囲に関する規則（愛媛県人事委員会

規則７－４４）の一部を次のように改正する。

第４条中「、社会福祉法人愛媛県社会福祉事業団」を削

る。

（管理職手当に関する規則の一部改正）

第４条 管理職手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７

－６８）の一部を次のように改正する。

別表知事の事務部局の項公職の欄中「事業監理統括監」

を「えひめブランド推進統括監」に、
「事業管理監

えひめブランド推

を
「えひめブランド推進監

に改め、「八幡浜地方
進監」 高速道路推進監 」
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局健康福祉環境部医監」、「八幡浜地方局鹿野川ダム管理

事務所長」及び「健康増進センター次長」を削り、「農業

大学校副校長」を
「農業大学校副校長

に改め、「栽培漁
果樹試験場次長 」

業センター所長」を削り、「課付（課長補佐同格者に限る

。）」を
「課付（課長補佐同格者に限る。）

に、「新ま
構造改革班長 」

ちづくり支援班長」を
「新まちづくり支援班長

に、「地
地方局再編班長 」

方局ダム管理事務所長（八幡浜地方局鹿野川ダム管理事務

所長を除く。）」を
「今治地方局健康福祉環境部健康増進

地方局ダム管理事務所長

課医監
に、

「生活センター所長
を
「消費生活センター

」 生活センター次長」 消費生活センター

所長
に、「愛媛整肢療護園事務局次長」を

「愛媛整肢療

次長」 愛媛整肢療

護園事務局次長
に改め、「果樹試験場次長」を削り、同

護園総看護長 」

表委員会等の事務部局の項同欄中「部付」を削り、「教育

委員会事務局本庁課長」を
「教育委員会事務局本庁課長

教育委員会事務局室長 」

に改め、「課付」を削り、「教育委員会事務局課長補佐」

を
「教育委員会事務局課長補佐

に、「青年の家所長補佐
教育委員会事務局室長補佐」

」を
「青年の家所長補佐

に、「市町村立小・中学校事務
図書館長補佐 」

長」を「市町立小・中学校事務長」に改める。

（特地勤務手当等に関する規則の一部改正）

第５条 特地勤務手当等に関する規則（愛媛県人事委員会規

則７－３６８）の一部を次のように改正する。

別表第１宇和島市の項中
「�
�
�

津島町御内７１７番地�
�
�

宇和

�淵１６３９番地 宇和

島警察署御槇駐在所�
�
�

及び「�下波５５１６番地�栽培漁業
島警察署�淵駐在所 」

センター�」を削る。
附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�������
�愛媛県人事委員会規則６－１７２
職員の採用及び昇任に関する規則の一部を改正する規則を

次のように定める。

平成１８年４月１日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

職員の採用及び昇任に関する規則の一部を改正する規

則

職員の採用及び昇任に関する規則（愛媛県人事委員会規則

６－５）の一部を次のように改正する。

別表第１行政職群級別職務区分表５級の項職務の級区分欄

「事業所の課長
「

の級に含まれる職の欄中 専門員（５級） を

中央病院経営企画室長補佐」

事業所の課長（５級）
「病院

事務局付（５級）
に改め、同表６級の項同欄中 中央

専門員（５級）
中央

中央病院経営企画室長」

の事務局長（中央病院事務局長、今治病院事務局長及び新居

病院事務局次長

病院経営企画室長

浜病院事務局長を除く。）
「事務局付（６級）

を
中央病院総務課長

に改

」
三島病院事務局長

南宇和病院事務局長」

め、同表８級の項同欄中「局付（８級）」を
「局付（８級）

中央病院企画

に改める。
調査監」

別表第４医療職群�級別職務区分表３級の部知事の事務部
局の項職務の級区分欄の級に含まれる職の欄中「西条地方局

健康福祉環境部企画課医監（３級）」を
「西条地方局健康福

今治地方局健康福

祉環境部企画課医監（３級）
に改め、同表４級の部知

祉環境部健康増進課医監（３級）」

事の事務部局の項同欄中「八幡浜地方局健康福祉環境部医監

（４級）」を削り、「西条地方局健康福祉環境部企画課医監

（４級）」を
「西条地方局健康福祉環境部企画課医監（４級

今治地方局健康福祉環境部健康増進課医監（

）
に改め、同表５級の部知事の事務部局の項同欄中「

４級）」

八幡浜地方局健康福祉環境部医監（５級）」を削る。

別表第５医療職群�級別職務区分表６級の項職務の級区分

欄の級に含まれる職の欄中「薬剤部次長」を
「薬剤部次長

部付 」

に改める。

別表第６医療職群�級別職務区分表６級の項職務の級区分

欄の級に含まれる職の欄中「副看護部長（６級）」を
「副看

部付

護部長（６級）
に改める。

」

別表第１１中

「
現住所 本籍地

都道

府県
を

」

「
現住所 に

」

改める。

別表第１３中

「
氏 名 男・女

年 月 日生

（満 歳）

現住所 本籍地
都道

府県

を

」
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人事委員会告示

県議会訓令

公営企業管理規程

「
氏 名 男・女

年 月 日生

（満 歳）

現住所
日本国籍

の 有 無

有

無（在留の資格 ）

に

」

改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�������
�愛媛県人事委員会規則６－１７３
公益法人等への職員の派遣等に関する規則の一部を改正す

る規則を次のように定める。

平成１８年４月１日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

公益法人等への職員の派遣等に関する規則の一部を改

正する規則

公益法人等への職員の派遣等に関する規則（愛媛県人事委

員会規則６－１５９）の一部を次のように改正する。

別表中「愛媛県住宅供給公社」及び
「財団法人愛媛県国際

財団法人えひめ女性

交流協会
を削り、「社団法人愛媛県観光協会」を

「社団法

財団 」 財団法

人愛媛県観光協会
に、「社会福祉法人愛媛県社会福祉

人愛媛県国際交流協会」

事業団」を「財団法人砂防・地すべり技術センター」に改め

る。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�������
�愛媛県人事委員会規則３－２０
愛媛県人事委員会事務局処務規則の一部を改正する規則を

次のように定める。

平成１８年４月１日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

愛媛県人事委員会事務局処務規則の一部を改正する規

則

愛媛県人事委員会事務局処務規則（愛媛県人事委員会規則

３－１）の一部を次のように改正する。

第４条第１項第４号を削り、同条第２項第５号を次のよう

に改める。

� 主事

第５条中第９項を削り、第１０項を第９項とする。

第１１条第１号中「４級以下」を「２級以下」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会告示第１号
へき地等学校の指定（平成１３年１２月愛媛県人事委員会告示

第２号）の一部を次のように改正する。

平成１８年４月１日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

１�の表西宇和郡の項学校名の欄中「伊方町立二名津中学
校」を削る。

�������
�愛媛県人事委員会告示第２号
労働基準法別表第１による愛媛県の事業又は事務所の号別

区分等（平成１１年３月愛媛県人事委員会告示第２号）の一部

を次のように改正する。

平成１８年４月１日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

表７の項事業又は事務所の欄中「栽培漁業センター」を削

り、同表１２の項同欄中
「中学校

を
「高等学校

に改
高等学校」 中等教育学校」

め、同表労働基準法別表第１各号のいずれにも該当しないも

のの項同欄中「生活センター」を「消費生活センター」に改

める。

�愛媛県議会訓令第１号
愛媛県議会事務局

愛媛県議会事務局規程の一部を改正する訓令を次のように

定める。

平成１８年４月１日

愛媛県議会議長 篠 原 実

愛媛県議会事務局規程の一部を改正する訓令

愛媛県議会事務局規程（昭和３９年愛媛県議会訓令第１号）

の一部を次のように改正する。

第３条第２項第５号を削り、同条第３項中「、主査」を削

る。

第４条中第１２項を削り、第１３項を第１２項とする。

第７条第６号中「第４項」を「第５項」に改める。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第８号
愛媛県公営企業組織規程等の一部を改正する管理規程を次

のように定める。

平成１８年４月１日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県公営企業組織規程等の一部を改正する管理規程

（愛媛県公営企業組織規程の一部改正）

第１条 愛媛県公営企業組織規程（昭和４６年愛媛県公営企業

管理規程第１号）の一部を次のように改正する。

第９条第２項中「経営企画室、」を削り、「業務課及び

医事課」を「医事課及び経営企画室」に改め、同条第６項

を削る。
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第１０条第１項中「室及び課、」を「課及び室、」に改め

、「にあつては室及び課」を削る。

第１４条第１項中第８号を削り、第７号を第８号とし、第

６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。

� 企画調査監

第１４条第１項第９号を次のように改める。

� 局付

第１４条第１項中第１０号及び第１１号を削り、第１２号を第１０

号とし、同号の次に次の２号を加える。

� 副参事

� 事務局次長

第１４条第１項第１３号を次のように改める。

� 課長補佐

第１４条第１項中第２９号を第３２号とし、第１９号から第２８号

までを３号ずつ繰り下げ、第１８号を第２０号とし、同号の次

に次の１号を加える。

� 薬剤長

第１４条第１項中第１７号を第１９号とし、第１６号を第１８号と

し、第１５号を第１７号とし、第１４号を第１５号とし、同号の次

に次の１号を加える。

� 部付

第１４条第１項第１３号の次に次の１号を加える。

� 経営企画室長

第１４条第２項中「医局長」の下に「、企画調査監」を加

え、「事務局次長、経営企画室長」を「局付、課長」に、

「薬剤長、課長、経営企画室長補佐、部長」を「事務局次

長、課長補佐、経営企画室長、部長、部付」に改め、「薬

剤部次長」の下に「、薬剤長」を加え、同条第３項中「薬

剤長、部長」を「部長、部付」に改め、「薬剤部次長」の

下に「、薬剤長」を加え、同条第４項中「事務局長」の下

に「、企画調査監」を加え、「事務局次長、経営企画室長

」を「局付、課長」に、「課長及び経営企画室長補佐」を

「事務局次長、課長補佐及び経営企画室長」に改める。

別表第１愛媛県立北宇和病院の項を削る。

別表第２愛媛県銅山川発電所の部総務課の項、同表愛媛

県今治地区工業用水道管理事務所の部総務課の項及び同表

愛媛県西条地区工業用水道管理事務所の部総務課の項を削

る。

「（経営

別表第３愛媛県立中央病院の項係の名称の欄中
（総務

（業務

（医事

企画室）経営企画係 「（総務課

課）庶務係、職員係、会計係、施設管理係
を

（医事課

課）調達係、給食・栄養管理係

課）入院医事係、外来病歴医事係 」 （経営企

）庶務係、職員係、会計係、施設管理係

）入院医事係、外来医事係、調達係、給
に改め、同表愛

食・栄養管理係

画室）経営企画係、医療情報管理係 」

媛県立三島病院愛媛県立南宇和病院愛媛県立北宇和病院の

項病院の欄中「愛媛県立北宇和病院」を削る。

（愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部改正）

第２条 愛媛県企業職員の給与に関する規程（昭和４６年愛媛

県公営企業管理規程第５号）の一部を次のように改正する

。

別表第１行政職給料表の項５級の欄中「経営企画室長補

佐」を「経営企画室長」に改め、「事業所の課長」の下に

「（中央病院総務課長を除く。）」を加え、同項６級の欄

中「中央病院事務局次長」を「中央病院総務課長」に改め

、「○中央病院経営企画室長」を削り、同項８級の欄中「

○局付（８級）」を
「○局付（８級）

に改め、同表医療
○企画調査監 」

職給料表	の項６級の欄中「○専門員（６級）」を
「○専

○部

門員（６級）
に改め、同表医療職給料表
の項６級の欄

付 」

中「○副看護部長（６級）」を
「○副看護部長（６級）

○部付 」

に改める。

別表第２公職の欄中「病院長（中央病院長を除く。）」

を
「病院長（中央病院長を除く。）

に、
「中央病院事務

企画調査監 」 中央病院経営

局次長
を「中央病院総務課長」に改め、「北宇和病院

企画室長」

「中央病院事

事務局長」を削り、
「病院の課長

を
病院の課長

経営企画室長補佐」 中央病院総

中央病院経

務局付

（中央病院総務課長を除く。）
に、「南宇和病院事務局

務課長補佐

営企画室長 」

次長」を
「南宇和病院事務局次長

に改める。
中央病院看護部付 」

（愛媛県公営企業会計規程の一部改正）

第３条 愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業

管理規程第９号）の一部を次のように改正する。

第２条中「の各号」を削り、「掲げる事務」の下に「（

旅費の支出の集中処理業務に係るものを除く。）」を加え

る。

第３条第２号中「うち」の下に「、発電所にあつては発

電課長、発電工水管理事務所にあつては総務課長、工業用

水道管理事務所にあつては管理課長」を加え、「、その他

の事業所にあつては総務課長」を削る。

第４条中「の各号」を削り、同条ただし書中「第７号に

掲げる事務」の下に「並びに旅費の支出の集中処理業務に

係るものについて」を加える。

第３３条第１項第２号を次のように改める。

� 消滅時効が完成し、かつ、債務者がその援用をした

とき（債権が法律の規定により債務者の援用を要しな

いで消滅するものであるときは、消滅時効が完成した

とき。）。

第３３条第１項中第３号を第４号とし、第２号の次に次の

１号を加える。

� 地方自治法第９６条第１項第１０号の規定による議会の

愛 媛 県 報平成１８年４月１日 第１７４７号外５

４６



公営企業訓令
議決があつたとき。

第４５条中「第１１号」を「第１３号」に改める。

「 北宇和病院

新居浜病院

「 新居浜病院
様式第８５号中 を

」 」

に改める。

（愛媛県立病院料金規程の一部改正）

第４条 愛媛県立病院料金規程（昭和４６年愛媛県公営企業管

理規程第１１号）の一部を次のように改正する。

別表第３中

「
愛媛県立北宇

和病院

個 室 ４，７２０円

２人室 ２，１００円
を

」

削る。

（愛媛県公営企業自家用電気工作物保安規程の一部改正）

第５条 愛媛県公営企業自家用電気工作物保安規程（昭和４６

年愛媛県公営企業管理規程第１５号）の一部を次のように改

正する。

別表第１愛媛県立北宇和病院の項を削る。

「 県立南宇和病院

県立北宇和病院

「
県立南宇和病院別表第２中 を

」
に改め

」

る。

附 則

（施行期日）

１ この管理規程は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この管理規程の施行の際、次の表の左欄に掲げる職を命

ぜられている者は、別に辞令を発せられない限り、それぞ

れ当該右欄に掲げる職を命ぜられたものとする。

県立中央病院業務課調達
係長

県立中央病院医事課調達
係長

県立中央病院業務課調達
係担当係長

県立中央病院医事課調達
係担当係長

県立中央病院業務課給食
・栄養管理係長

県立中央病院医事課給食
・栄養管理係長

県立中央病院業務課給食
・栄養管理係担当係長

県立中央病院医事課給食
・栄養管理係担当係長

３ 平成１８年４月１日（以下「切替日」という。）の前日に

おいてその者が属していた職務の級（以下「旧級」という

。）が次の表に掲げられている職務の級であった職員の切

替日における職務の級（以下「新級」という。）は、旧級

に対応する同表の新級欄に定める職務の級とする。

給料表 旧級 新級

愛媛県企業職員の給

与に関する規程第２

条の規定によりその

例によることとされ

る技能労務職給料表

１級 １級

２級

３級 ２級

４級 ３級

５級 ４級

４ この管理規程の施行の日前の愛媛県立北宇和病院の使用

に係る料金の額については、なお従前の例による。

�愛媛県公営企業訓令第４号
愛媛県公営企業事業所処務規則等の一部を改正する訓令を

次のように定める。

平成１８年４月１日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

愛媛県公営企業事業所処務規則等の一部を改正する訓

令

（愛媛県公営企業事業所処務規則の一部改正）

第１条 愛媛県公営企業事業所処務規則（昭和５７年愛媛県公

営企業訓令第２号）を次のように改正する。

第２条の見出し中「発電所各課」を「発電所発電課」に

改め、同条中「各課」を「発電課」に改め、同条の表総務

課の項を削り、同表発電課の項第２号を次のように改める

。

� 発電所の管理に関すること。

第２条の表発電課の項に次の８号を加える。

� 公印及び文書の管理に関すること。

� 職員の人事、給与及び服務に関すること。

� 職員の健康管理及び福利厚生に関すること。

� 予算の経理及び会計事務に関すること。

� 契約に関すること。

� 物品の出納、管理及び処分に関すること。

� 財産の管理及び処分に関すること。

	 その他発電所に関すること。

第３条の見出し中「工業用水道管理事務所各課」を「工

業用水道管理事務所管理課」に改め、同条中「各課」を「

管理課」に改め、同条の表総務課の項を削り、同表管理課

の項に次の１０号を加える。

� 公印及び文書の管理に関すること。

� 職員の人事、給与及び服務に関すること。

� 職員の健康管理及び福利厚生に関すること。

� 予算の経理及び会計事務に関すること。

	 契約に関すること。


 占用許可申請事務に関すること。

� 物品の出納、管理及び処分に関すること。

� 財産の管理及び処分に関すること。


 工業用水道管理事務所の管理に関すること。

� その他工業用水道管理事務所に関すること。

第５条第２項中「経営企画室等」を「総務課等」に改め

、同項の表経営企画室の項及び業務課の項を削り、同表医

事課の項に次の４号を加える。

� 医療機械器具及び医療資材等の購入契約に関するこ

と。

	 医療機械器具及び医療資材等の出納及び管理に関す

ること。


 物品の出納、管理及び処分に関すること（他の主管

に属するものを除く。）。

� 給食に関すること。

第５条第２項の表医事課の項の次に次のように加える。

経営企画室
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古紙配合率100％再生紙を使用しています 

� 病院の経営企画に関すること。

� 広報、統計（他の主管に属するものを除く。）及び

調査に関すること。

第９条中第９項を削り、第８項を第９項とし、第４項か

ら第７項までを１項ずつ繰り下げ、第３項の次に次の１項

を加える。

４ 企画調査監は、院長の特命に係る病院の経営企画に関

する事務を処理する。

第９条第１０項を次のように改める。

１０ 局付は、上司の特命に係る事務を処理する。

第９条中第２０項を第２３項とし、第１６項から第１９項までを

３項ずつ繰り下げ、第１５項を削り、第１４項を第１７項とし、

同項の次に次の１項を加える。

１８ 課長補佐は、課長を補佐する。

第９条中第１３項を第１５項とし、同項の次に次の１項を加

える。

１６ 部付は、上司の特命に係る業務を処理する。

第９条第１２項中「薬剤長、」を削り、「及び技師長」を

「、技師長及び薬剤長」に改め、同項を同条第１４項とし、

同条第１１項の次に次の２項を加える。

１２ 経営企画室長は、上司の命を受け、室務を掌理し、所

属職員を指揮監督する。

１３ 事務局次長は、事務局長を補佐する。

第９条第１５項の次に次の１項を加える。

（愛媛県公営企業管理局事務決裁規則の一部改正）

第２条 愛媛県公営企業管理局事務決裁規則（昭和６３年愛媛

県公営企業訓令第２号）を次のように改正する。

別表第１ ４の部１の項事項の欄中「第４項」を「第５

項」に改め、同部２の項同欄中「第７条第３項第３号、第

８条第２項第６号、第３項、第９条第５号、第１０条第２項

」を「第７条第３項第４号、第８条第２項第７号、第３項

第３号、第９条第６号、第１０条第２項第４号」に改める。

（愛媛県公営企業事業所事務決裁規則の一部改正）

第３条 愛媛県公営企業事業所事務決裁規則（平成９年愛媛

県公営企業訓令第３号）を次のように改正する。

第２条第２号中「経営企画室長、課長」を「課長、経営

企画室長」に改める。

第５条第１項の表院長の権限に属する事務の部事務局長

の項、経営企画室長の項及び課長の項を次のように改める

。

事務局長 課長又は経営企画
室長（愛媛県立三
島病院及び愛媛県
立南宇和病院にあ
っては、事務局次
長）

課長補佐（愛媛県
立中央病院総務課
に限る。）

愛媛県立中
央病院総務
課長

課長補佐

課長（愛媛
県立中央病
院総務課長
を除く。以
下この項に

課長又は経営企画
室長が指定した職
員

おいて同じ
。）及び経
営企画室長

別表第１中「経営企画室長又は課長」を「課長又は経営

企画室長」に、「、愛媛県立南宇和病院及び愛媛県立北宇

和病院」を「及び愛媛県立南宇和病院」に「第４項」を「

第５項」に改める。

別表第２総務課の表に備考として次のように加える。

備考 この表組織名の欄中「総務課」とあるのは、発

電所においては「発電課」と、工業用水道管理事務

所においては「管理課」として、同表の規定を適用

する。

別表第３経営企画室の表を削る。

別表第３総務課の表中「、愛媛県立南宇和病院及び愛媛

県立北宇和病院」を「及び愛媛県立南宇和病院」に改める

。

別表第３業務課の表を削る。

別表第３医事課の表中「、愛媛県立南宇和病院及び愛媛

県立北宇和病院」を「及び愛媛県立南宇和病院」に改め、

「（愛媛県立中央病院を除く。）」を削る。

別表第３医事課の表の次に次の１表を加える。

組
織
名
事務の種類 事 項

愛媛県立中央
病院、愛媛県
立今治病院及
び愛媛県立新
居浜病院にお
ける決裁区分

愛媛県立
三島病院
及び愛媛
県立南宇
和病院に
おける決
裁区分

院長

専決者

院長

専決
者

事務
局長

室長
事務
局長

経
営
企
画
室

１ 病院の経
営企画に関
する事務

１ 病院の経営企
画に関すること
。

○

２ 広報、統
計及び調査
に関する事
務

１ 広報、統計（
他の主管に属す
るものを除く。
）及び調査に関
すること。

○ ○

備考 この表組織名の欄中「経営企画室」とあるのは

、愛媛県立今治病院及び愛媛県立新居浜病院におい

ては「総務課」と、愛媛県立三島病院及び愛媛県立

南宇和病院においては「事務局」とし、同表愛媛県

立中央病院、愛媛県立今治病院及び愛媛県立新居浜

病院における決裁区分の欄中「室長」とあるのは、

愛媛県立今治病院及び愛媛県立新居浜病院において

は「課長」として、同表の規定を適用する。

別表第３放射線部の表備考を削る。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

平成１８年４月１日 印刷
平成１８年４月１日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円４８
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